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令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する事
項

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

1 社会との共創 1 社会との共創に関する目標を達成するための措置

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

(1) 人間知・機械知・自然知の融合に
より新たな価値（進化知）を創造し
様々な課題を自律的に解決しなが
ら発展し続ける「共創進化機能」を
内包した未来社会、すなわち、「共
創進化スマート社会」の教育、研
究、実現を先導し、自らも「共創進
化スマート大学」となるための基盤
整備を行う。

1 大学の在り方を根本から自主的、
自律的に見直し、人間知・機械
知・自然知の融合により新たな価
値を創造し様々な課題を自律的
に解決しながら発展し続ける「共
創進化スマート社会」を先導し、
自らも「共創進化スマート大学」と
なるための、大学の新たな３つの
機能「教育・研究・実現」、及びそ
れを支える大学の構造、制度、設
備、施設、キャンパスを総合的に
デザインし、整備する。

1-1 「共創進化スマート社会」を
先導し、自らも「共創進化ス
マート大学」になるための長
期的かつ全ての要素を総括
するトータルデザインを令和
４年度に具体的に描き、個々
の要素（機能（教育・研究・実
現）、構造、制度、設備、施
設、キャンパス）のデザイン
に関する工程表を作成する。
これらについて外部有識者
による評価を実施し、進捗し
たことが確認されること。

○教育
・D2プログラム関係
令和５年度からⅠ類および情報学専攻
に開設した「デザイン思考・データサイ
エンスプログラム」は、令和７年度に
は、博士後期課程の入学定員を2名増
員した。
・ＵＥＣ工型人材育成のため、IMDAQ共
通基盤プログラム（学域）、IMDAQ応用
基盤プログラム（大学院）の一環とし
て、副専攻プログラム、先端技術横断
プログラム、異分野理解ブログラムを実
施した。
・異分野プログラムの一環として引き続
き武蔵野美術大学の講師による授業科
目を開設した。
・先端技術横断プログラムとして、学域
にカーボンニュートラル副専攻プログラ
ムを引き続き実施している。
・授業評価アンケートについて、各部局
での授業や教育の改善に役立てられる
よう利用方法の見直しを行った。
・UEC-LAP関係
「教員による教育改善の支援」と「学生
による学習改善の支援」を目的とした
UEC-LAPを構築し、一部提供を開始し
た。

○研究
・APIの不正アクセスによる事故防止の
ため、全学的API制御用の認証認可
ゲートウェイ「UEC-API-Gateway」を独
自開発・実装
・開発したAPIを全学に公開することで、
学生・教職員の誰もが、データや機器
制御を組み合わせた新しいアイディア
を自由に発想し、実現する環境構築
・世界中から生成AIに関連する有用な
プロンプト事例を自動で収集し、学内の
実践例をWebサイト上に登録・共有する
ことで、生成AIの活用を促進し、本学の
教育・研究・業務での活用を推進。
・研究DXおよび材料研究（ARIM事業）
のスマート化を見据え、学内外のリポジ
トリから、研究データ等を収集・集約す
る機能を構築し、新たな研究テーマや
異分野融合型の研究の創出等のきっ
かけとなる基盤を構築。
・学内の多様なデータを安全に統合・分
析する「UEC-Bridge」を構築し、教育支
援や共同研究に役立てている。
・LLM（生成AI）が自然言語を通じてAPI
を制御できる中継プロトコル「MCP」を
導入し、対話形式でのビル機能操作を
実現した。

○実現
スマートシティ実現に向け、国内外で以
下の事業を推進している。
（国内）
・調布市ごみAI分別支援LINEアプリ「調
布ごみナビ」
・福島第一原発除染工事を対象とした
放射線データのリアルタイム収集・分析
による除染作業の最適化
・聴覚障害者の意思疎通を補助する対
話型AIコミュニケーションシステムの構
築（東京都）
（国外）
・アジア圏の弱視・先天性白内障患者
を対象とした国際臨床試験の実施と
データ収集・分析
・インドネシアの放射性鉱山地域を対象
とした環境モニタリングと改善策の策定
・ウズベキスタンにおけるAIを活用した
遠隔技術指導によるブルーベリー栽培

○構造・制度
・令和７年８月、共創進化スマート社会
実現推進機構において、外部の有識者
７名にアドバイザリーボードのアドバイ
ザの委嘱を行った。
・令和７年１０月に第１回、令和８年３月
に第２回目のアドバイザリーボードを開
催した。
・共創進化スマート大学化に向けて事
務のデジタル化を進めるために設立さ
れた事務デジタル化WGにおいて以下
の取組を実施した。
１．若手メンバーによるMicrosoft社アプ
リケーションによる承認プロセスを含む
アプリの内製化に向けたOJT研修の実
施
２．電子決裁システムを利用した謝金
手続きの電子化に向けた取組
３．出張旅費システムの導入
４．人を対象とする研究の倫理審査に
ついてAIによる審査書類の自動チェッ
ク体制の構築に向けた取組
５．会議資料電子保存の仕組みの構築
の検討
６．令和10年３月の事務組織の情報シ
ステム基盤リプレースに向けた検討
７．生成AIを活用した事務業務の省力
化の検討

○設備
・学内ニーズを把握するため設備募集
（令和７年１月16日～令和７年３月14
日）を行い、現地視察を行うなどしたう
えで、UEC設備マスタープラン（令和７
年度版）を策定した。策定にあたって
は、社会的要請や利用率、更新状況、
波及効果などを踏まえ優先順位を決定
した上で、概算要求に活用した。
・液体ヘリウムを利用する研究基盤の
整備と液体ヘリウム利用環境の共用を
目的として進めている「ヘリウム利用研
究基盤共用ステーション」構想の進捗
については、3月末にヘリウム液化シス
テムの更新作業を完了し、当初の目的
である学内外へ向けたヘリウム利用環
境の共用を進める準備を整えた。

○施設
・J-PEAKS事業の中核的拠点施設とし
て、「e-Nexus（イー・ネクサス）棟」を竣
工した 。本施設は、本学が有する広範
な科学技術を基盤とする先進エネル
ギー技術の研究と実証の拠点ならびに
全学横断的な研究の結節点（Nexus）と
して機能し、多様なステークホルダーと
の共創を促すことで社会実装を加速さ
せる戦略的拠点となることを目指してい
る。令和８年１月には、多数の本拠点形
成にかかわる関係機関や企業パート
ナー等の関係者を招致し竣工記念式
典を挙行した。

○キャンパス
・共創進化棟（仮称）改築整備について
は、高さ制限の緩和を含めた調布市と
の地区計画の制定に向けて、協議を進
める。
・共創進化スマートビレッジ（仮称）
PPP/PFI事業については、民間事業者
の収益施設は、独立した計画とせず、
本学の教育研究及びキャンパス資源を
活用し、本学の教育研究と関連性を持
たせ、先進的な共同研究や実装実験の
場として連携を図るとともに、効果的で
良好なサービスを提供できるよう引き続
き検討を行う。

「共創進化スマート社会」を先導し、
自らも「共創進化スマート大学」にな
るための個々の要素のデザインに
関する工程表に沿って、「共創進化
スマート大学」になるための取組を
実行する。
また、外部評価を実施するための体
制を整備する。
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令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

(1) 人間知・機械知・自然知の融合に
より新たな価値（進化知）を創造し
様々な課題を自律的に解決しなが
ら発展し続ける「共創進化機能」を
内包した未来社会、すなわち、「共
創進化スマート社会」の教育、研
究、実現を先導し、自らも「共創進
化スマート大学」となるための基盤
整備を行う。

1 大学の在り方を根本から自主的、
自律的に見直し、人間知・機械
知・自然知の融合により新たな価
値を創造し様々な課題を自律的
に解決しながら発展し続ける「共
創進化スマート社会」を先導し、
自らも「共創進化スマート大学」と
なるための、大学の新たな３つの
機能「教育・研究・実現」、及びそ
れを支える大学の構造、制度、設
備、施設、キャンパスを総合的に
デザインし、整備する。

1-1 「共創進化スマート社会」を
先導し、自らも「共創進化ス
マート大学」になるための長
期的かつ全ての要素を総括
するトータルデザインを令和
４年度に具体的に描き、個々
の要素（機能（教育・研究・実
現）、構造、制度、設備、施
設、キャンパス）のデザイン
に関する工程表を作成する。
これらについて外部有識者
による評価を実施し、進捗し
たことが確認されること。

○教育
・D2プログラム関係
令和５年度からⅠ類および情報学専攻
に開設した「デザイン思考・データサイ
エンスプログラム」は、令和７年度に
は、博士後期課程の入学定員を2名増
員した。
・ＵＥＣ工型人材育成のため、IMDAQ共
通基盤プログラム（学域）、IMDAQ応用
基盤プログラム（大学院）の一環とし
て、副専攻プログラム、先端技術横断
プログラム、異分野理解ブログラムを実
施した。
・異分野プログラムの一環として引き続
き武蔵野美術大学の講師による授業科
目を開設した。
・先端技術横断プログラムとして、学域
にカーボンニュートラル副専攻プログラ
ムを引き続き実施している。
・授業評価アンケートについて、各部局
での授業や教育の改善に役立てられる
よう利用方法の見直しを行った。
・UEC-LAP関係
「教員による教育改善の支援」と「学生
による学習改善の支援」を目的とした
UEC-LAPを構築し、一部提供を開始し
た。

○研究
・APIの不正アクセスによる事故防止の
ため、全学的API制御用の認証認可
ゲートウェイ「UEC-API-Gateway」を独
自開発・実装
・開発したAPIを全学に公開することで、
学生・教職員の誰もが、データや機器
制御を組み合わせた新しいアイディア
を自由に発想し、実現する環境構築
・世界中から生成AIに関連する有用な
プロンプト事例を自動で収集し、学内の
実践例をWebサイト上に登録・共有する
ことで、生成AIの活用を促進し、本学の
教育・研究・業務での活用を推進。
・研究DXおよび材料研究（ARIM事業）
のスマート化を見据え、学内外のリポジ
トリから、研究データ等を収集・集約す
る機能を構築し、新たな研究テーマや
異分野融合型の研究の創出等のきっ
かけとなる基盤を構築。
・学内の多様なデータを安全に統合・分
析する「UEC-Bridge」を構築し、教育支
援や共同研究に役立てている。
・LLM（生成AI）が自然言語を通じてAPI
を制御できる中継プロトコル「MCP」を
導入し、対話形式でのビル機能操作を
実現した。

○実現
スマートシティ実現に向け、国内外で以
下の事業を推進している。
（国内）
・調布市ごみAI分別支援LINEアプリ「調
布ごみナビ」
・福島第一原発除染工事を対象とした
放射線データのリアルタイム収集・分析
による除染作業の最適化
・聴覚障害者の意思疎通を補助する対
話型AIコミュニケーションシステムの構
築（東京都）
（国外）
・アジア圏の弱視・先天性白内障患者
を対象とした国際臨床試験の実施と
データ収集・分析
・インドネシアの放射性鉱山地域を対象
とした環境モニタリングと改善策の策定
・ウズベキスタンにおけるAIを活用した
遠隔技術指導によるブルーベリー栽培

○構造・制度
・令和７年８月、共創進化スマート社会
実現推進機構において、外部の有識者
７名にアドバイザリーボードのアドバイ
ザの委嘱を行った。
・令和７年１０月に第１回、令和８年３月
に第２回目のアドバイザリーボードを開
催した。
・共創進化スマート大学化に向けて事
務のデジタル化を進めるために設立さ
れた事務デジタル化WGにおいて以下
の取組を実施した。
１．若手メンバーによるMicrosoft社アプ
リケーションによる承認プロセスを含む
アプリの内製化に向けたOJT研修の実
施
２．電子決裁システムを利用した謝金
手続きの電子化に向けた取組
３．出張旅費システムの導入
４．人を対象とする研究の倫理審査に
ついてAIによる審査書類の自動チェッ
ク体制の構築に向けた取組
５．会議資料電子保存の仕組みの構築
の検討
６．令和10年３月の事務組織の情報シ
ステム基盤リプレースに向けた検討
７．生成AIを活用した事務業務の省力
化の検討

○設備
・学内ニーズを把握するため設備募集
（令和７年１月16日～令和７年３月14
日）を行い、現地視察を行うなどしたう
えで、UEC設備マスタープラン（令和７
年度版）を策定した。策定にあたって
は、社会的要請や利用率、更新状況、
波及効果などを踏まえ優先順位を決定
した上で、概算要求に活用した。
・液体ヘリウムを利用する研究基盤の
整備と液体ヘリウム利用環境の共用を
目的として進めている「ヘリウム利用研
究基盤共用ステーション」構想の進捗
については、3月末にヘリウム液化シス
テムの更新作業を完了し、当初の目的
である学内外へ向けたヘリウム利用環
境の共用を進める準備を整えた。

○施設
・J-PEAKS事業の中核的拠点施設とし
て、「e-Nexus（イー・ネクサス）棟」を竣
工した 。本施設は、本学が有する広範
な科学技術を基盤とする先進エネル
ギー技術の研究と実証の拠点ならびに
全学横断的な研究の結節点（Nexus）と
して機能し、多様なステークホルダーと
の共創を促すことで社会実装を加速さ
せる戦略的拠点となることを目指してい
る。令和８年１月には、多数の本拠点形
成にかかわる関係機関や企業パート
ナー等の関係者を招致し竣工記念式
典を挙行した。

○キャンパス
・共創進化棟（仮称）改築整備について
は、高さ制限の緩和を含めた調布市と
の地区計画の制定に向けて、協議を進
める。
・共創進化スマートビレッジ（仮称）
PPP/PFI事業については、民間事業者
の収益施設は、独立した計画とせず、
本学の教育研究及びキャンパス資源を
活用し、本学の教育研究と関連性を持
たせ、先進的な共同研究や実装実験の
場として連携を図るとともに、効果的で
良好なサービスを提供できるよう引き続
き検討を行う。

「共創進化スマート社会」を先導し、
自らも「共創進化スマート大学」にな
るための個々の要素のデザインに
関する工程表に沿って、「共創進化
スマート大学」になるための取組を
実行する。
また、外部評価を実施するための体
制を整備する。
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No.
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【数値目標】
基準値
及び

第４期目標値

令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

(1) 人間知・機械知・自然知の融合に
より新たな価値（進化知）を創造し
様々な課題を自律的に解決しなが
ら発展し続ける「共創進化機能」を
内包した未来社会、すなわち、「共
創進化スマート社会」の教育、研
究、実現を先導し、自らも「共創進
化スマート大学」となるための基盤
整備を行う。

1 大学の在り方を根本から自主的、
自律的に見直し、人間知・機械
知・自然知の融合により新たな価
値を創造し様々な課題を自律的
に解決しながら発展し続ける「共
創進化スマート社会」を先導し、
自らも「共創進化スマート大学」と
なるための、大学の新たな３つの
機能「教育・研究・実現」、及びそ
れを支える大学の構造、制度、設
備、施設、キャンパスを総合的に
デザインし、整備する。

1-1 「共創進化スマート社会」を
先導し、自らも「共創進化ス
マート大学」になるための長
期的かつ全ての要素を総括
するトータルデザインを令和
４年度に具体的に描き、個々
の要素（機能（教育・研究・実
現）、構造、制度、設備、施
設、キャンパス）のデザイン
に関する工程表を作成する。
これらについて外部有識者
による評価を実施し、進捗し
たことが確認されること。

○教育
・D2プログラム関係
令和５年度からⅠ類および情報学専攻
に開設した「デザイン思考・データサイ
エンスプログラム」は、令和７年度に
は、博士後期課程の入学定員を2名増
員した。
・ＵＥＣ工型人材育成のため、IMDAQ共
通基盤プログラム（学域）、IMDAQ応用
基盤プログラム（大学院）の一環とし
て、副専攻プログラム、先端技術横断
プログラム、異分野理解ブログラムを実
施した。
・異分野プログラムの一環として引き続
き武蔵野美術大学の講師による授業科
目を開設した。
・先端技術横断プログラムとして、学域
にカーボンニュートラル副専攻プログラ
ムを引き続き実施している。
・授業評価アンケートについて、各部局
での授業や教育の改善に役立てられる
よう利用方法の見直しを行った。
・UEC-LAP関係
「教員による教育改善の支援」と「学生
による学習改善の支援」を目的とした
UEC-LAPを構築し、一部提供を開始し
た。

○研究
・APIの不正アクセスによる事故防止の
ため、全学的API制御用の認証認可
ゲートウェイ「UEC-API-Gateway」を独
自開発・実装
・開発したAPIを全学に公開することで、
学生・教職員の誰もが、データや機器
制御を組み合わせた新しいアイディア
を自由に発想し、実現する環境構築
・世界中から生成AIに関連する有用な
プロンプト事例を自動で収集し、学内の
実践例をWebサイト上に登録・共有する
ことで、生成AIの活用を促進し、本学の
教育・研究・業務での活用を推進。
・研究DXおよび材料研究（ARIM事業）
のスマート化を見据え、学内外のリポジ
トリから、研究データ等を収集・集約す
る機能を構築し、新たな研究テーマや
異分野融合型の研究の創出等のきっ
かけとなる基盤を構築。
・学内の多様なデータを安全に統合・分
析する「UEC-Bridge」を構築し、教育支
援や共同研究に役立てている。
・LLM（生成AI）が自然言語を通じてAPI
を制御できる中継プロトコル「MCP」を
導入し、対話形式でのビル機能操作を
実現した。

○実現
スマートシティ実現に向け、国内外で以
下の事業を推進している。
（国内）
・調布市ごみAI分別支援LINEアプリ「調
布ごみナビ」
・福島第一原発除染工事を対象とした
放射線データのリアルタイム収集・分析
による除染作業の最適化
・聴覚障害者の意思疎通を補助する対
話型AIコミュニケーションシステムの構
築（東京都）
（国外）
・アジア圏の弱視・先天性白内障患者
を対象とした国際臨床試験の実施と
データ収集・分析
・インドネシアの放射性鉱山地域を対象
とした環境モニタリングと改善策の策定
・ウズベキスタンにおけるAIを活用した
遠隔技術指導によるブルーベリー栽培

○構造・制度
・令和７年８月、共創進化スマート社会
実現推進機構において、外部の有識者
７名にアドバイザリーボードのアドバイ
ザの委嘱を行った。
・令和７年１０月に第１回、令和８年３月
に第２回目のアドバイザリーボードを開
催した。
・共創進化スマート大学化に向けて事
務のデジタル化を進めるために設立さ
れた事務デジタル化WGにおいて以下
の取組を実施した。
１．若手メンバーによるMicrosoft社アプ
リケーションによる承認プロセスを含む
アプリの内製化に向けたOJT研修の実
施
２．電子決裁システムを利用した謝金
手続きの電子化に向けた取組
３．出張旅費システムの導入
４．人を対象とする研究の倫理審査に
ついてAIによる審査書類の自動チェッ
ク体制の構築に向けた取組
５．会議資料電子保存の仕組みの構築
の検討
６．令和10年３月の事務組織の情報シ
ステム基盤リプレースに向けた検討
７．生成AIを活用した事務業務の省力
化の検討

○設備
・学内ニーズを把握するため設備募集
（令和７年１月16日～令和７年３月14
日）を行い、現地視察を行うなどしたう
えで、UEC設備マスタープラン（令和７
年度版）を策定した。策定にあたって
は、社会的要請や利用率、更新状況、
波及効果などを踏まえ優先順位を決定
した上で、概算要求に活用した。
・液体ヘリウムを利用する研究基盤の
整備と液体ヘリウム利用環境の共用を
目的として進めている「ヘリウム利用研
究基盤共用ステーション」構想の進捗
については、3月末にヘリウム液化シス
テムの更新作業を完了し、当初の目的
である学内外へ向けたヘリウム利用環
境の共用を進める準備を整えた。

○施設
・J-PEAKS事業の中核的拠点施設とし
て、「e-Nexus（イー・ネクサス）棟」を竣
工した 。本施設は、本学が有する広範
な科学技術を基盤とする先進エネル
ギー技術の研究と実証の拠点ならびに
全学横断的な研究の結節点（Nexus）と
して機能し、多様なステークホルダーと
の共創を促すことで社会実装を加速さ
せる戦略的拠点となることを目指してい
る。令和８年１月には、多数の本拠点形
成にかかわる関係機関や企業パート
ナー等の関係者を招致し竣工記念式
典を挙行した。

○キャンパス
・共創進化棟（仮称）改築整備について
は、高さ制限の緩和を含めた調布市と
の地区計画の制定に向けて、協議を進
める。
・共創進化スマートビレッジ（仮称）
PPP/PFI事業については、民間事業者
の収益施設は、独立した計画とせず、
本学の教育研究及びキャンパス資源を
活用し、本学の教育研究と関連性を持
たせ、先進的な共同研究や実装実験の
場として連携を図るとともに、効果的で
良好なサービスを提供できるよう引き続
き検討を行う。

「共創進化スマート社会」を先導し、
自らも「共創進化スマート大学」にな
るための個々の要素のデザインに
関する工程表に沿って、「共創進化
スマート大学」になるための取組を
実行する。
また、外部評価を実施するための体
制を整備する。
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中期
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中期目標
No.

中期
計画

中期計画
No.

評価
指標

評価指標

【数値目標】
基準値
及び

第４期目標値

令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

2-2 企業等の研究者を教員とし
て迎え、実社会の最先端レ
ベルの教育研究指導を行う
連携教育部の参加機関数累
計を第３期中期目標期間実
績に比して約1.1倍以上とす
る。

○実績（H28～R３）
累計55機関

○目標（R４～R９）1.1倍
累計60機関

連携教育部が中心となり、専攻等か
らの提案や企業等からの申し出等
により、連携希望の収集を図るほ
か、共同研究先等を通じて新たな連
携先との協定締結に向けた活動を
行い、連携研究機関数を12機関以
上とする。

連携研究機関　11　機関

R４：６機関（目標６機関）
R５：１０機関（目標８機関）
R６：1２機関（目標１０機関）

R４-７：39機関

○連携教育活性化のため令和４年度に
制定した「電気通信大学における連携
大学院教育等に関する規程」に基づ
き、専攻から提案のあった研究機関と
連携協定の締結を行う予定であった
が、先方機関都合により、年度内の新
規連携協定の締結には至らなかった
が、既存の協定先機関から連携教員を
新規で2名任用することとした。なお、令
和8年度早々に1件の新規連携協定の
締結を予定している。
○新たな連携研究機関を開拓するた
め、連携教育部から各専攻に呼びかけ
を行い、提案の促進を行った。

(1) 人間知・機械知・自然知の融合に
より新たな価値（進化知）を創造し
様々な課題を自律的に解決しなが
ら発展し続ける「共創進化機能」を
内包した未来社会、すなわち、「共
創進化スマート社会」の教育、研
究、実現を先導し、自らも「共創進
化スマート大学」となるための基盤
整備を行う。

1 大学の在り方を根本から自主的、
自律的に見直し、人間知・機械
知・自然知の融合により新たな価
値を創造し様々な課題を自律的
に解決しながら発展し続ける「共
創進化スマート社会」を先導し、
自らも「共創進化スマート大学」と
なるための、大学の新たな３つの
機能「教育・研究・実現」、及びそ
れを支える大学の構造、制度、設
備、施設、キャンパスを総合的に
デザインし、整備する。

1-1 「共創進化スマート社会」を
先導し、自らも「共創進化ス
マート大学」になるための長
期的かつ全ての要素を総括
するトータルデザインを令和
４年度に具体的に描き、個々
の要素（機能（教育・研究・実
現）、構造、制度、設備、施
設、キャンパス）のデザイン
に関する工程表を作成する。
これらについて外部有識者
による評価を実施し、進捗し
たことが確認されること。

(2) 我が国の持続的な発展を志向し、
目指すべき社会を見据えつつ、世
界水準の研究力を踏まえ、創出さ
れる膨大な知的資産が有する潜在
的可能性を見極め、その価値を社
会に対して積極的に発信し、また、
地域の社会的課題の解決を目指
すことで社会からの人的・財政的
投資を呼び込み、教育研究を高度
化する好循環システムを構築す
る。

2 「共創進化スマート社会」の実現
に向け、既存の枠組みや専門分
野を越え、多元的な多様性の中
で幅広い連携・協働と深い相互理
解により、継続的にイノベーション
を創造する。本学が保有する「知」
と「技」を複数の企業との間で戦
略的に活用して教育研究を一体
的に推進することにより、社会を
先導できるイノベーティブな人材
の育成及び新たな価値を創造す
る研究成果が自律的に創出され
続ける好循環を形成する。

2-1 複数の企業との間で教育研
究を一体的に推進するため
の新たな組織の設置を通じ、
人材育成及び研究開発が自
律的に行われ続ける好循環
を形成し、民間との共同研究
に係る間接経費及びエクス
テンション事業、ネーミングラ
イツ事業、知財関連収入を
合算した収入額累計を第３
期中期目標期間実績に比し
て約1.5倍以上とする。

○教育
・D2プログラム関係
令和５年度からⅠ類および情報学専攻
に開設した「デザイン思考・データサイ
エンスプログラム」は、令和７年度に
は、博士後期課程の入学定員を2名増
員した。
・ＵＥＣ工型人材育成のため、IMDAQ共
通基盤プログラム（学域）、IMDAQ応用
基盤プログラム（大学院）の一環とし
て、副専攻プログラム、先端技術横断
プログラム、異分野理解ブログラムを実
施した。
・異分野プログラムの一環として引き続
き武蔵野美術大学の講師による授業科
目を開設した。
・先端技術横断プログラムとして、学域
にカーボンニュートラル副専攻プログラ
ムを引き続き実施している。
・授業評価アンケートについて、各部局
での授業や教育の改善に役立てられる
よう利用方法の見直しを行った。
・UEC-LAP関係
「教員による教育改善の支援」と「学生
による学習改善の支援」を目的とした
UEC-LAPを構築し、一部提供を開始し
た。

○研究
・APIの不正アクセスによる事故防止の
ため、全学的API制御用の認証認可
ゲートウェイ「UEC-API-Gateway」を独
自開発・実装
・開発したAPIを全学に公開することで、
学生・教職員の誰もが、データや機器
制御を組み合わせた新しいアイディア
を自由に発想し、実現する環境構築
・世界中から生成AIに関連する有用な
プロンプト事例を自動で収集し、学内の
実践例をWebサイト上に登録・共有する
ことで、生成AIの活用を促進し、本学の
教育・研究・業務での活用を推進。
・研究DXおよび材料研究（ARIM事業）
のスマート化を見据え、学内外のリポジ
トリから、研究データ等を収集・集約す
る機能を構築し、新たな研究テーマや
異分野融合型の研究の創出等のきっ
かけとなる基盤を構築。
・学内の多様なデータを安全に統合・分
析する「UEC-Bridge」を構築し、教育支
援や共同研究に役立てている。
・LLM（生成AI）が自然言語を通じてAPI
を制御できる中継プロトコル「MCP」を
導入し、対話形式でのビル機能操作を
実現した。

○実現
スマートシティ実現に向け、国内外で以
下の事業を推進している。
（国内）
・調布市ごみAI分別支援LINEアプリ「調
布ごみナビ」
・福島第一原発除染工事を対象とした
放射線データのリアルタイム収集・分析
による除染作業の最適化
・聴覚障害者の意思疎通を補助する対
話型AIコミュニケーションシステムの構
築（東京都）
（国外）
・アジア圏の弱視・先天性白内障患者
を対象とした国際臨床試験の実施と
データ収集・分析
・インドネシアの放射性鉱山地域を対象
とした環境モニタリングと改善策の策定
・ウズベキスタンにおけるAIを活用した
遠隔技術指導によるブルーベリー栽培

○構造・制度
・令和７年８月、共創進化スマート社会
実現推進機構において、外部の有識者
７名にアドバイザリーボードのアドバイ
ザの委嘱を行った。
・令和７年１０月に第１回、令和８年３月
に第２回目のアドバイザリーボードを開
催した。
・共創進化スマート大学化に向けて事
務のデジタル化を進めるために設立さ
れた事務デジタル化WGにおいて以下
の取組を実施した。
１．若手メンバーによるMicrosoft社アプ
リケーションによる承認プロセスを含む
アプリの内製化に向けたOJT研修の実
施
２．電子決裁システムを利用した謝金
手続きの電子化に向けた取組
３．出張旅費システムの導入
４．人を対象とする研究の倫理審査に
ついてAIによる審査書類の自動チェッ
ク体制の構築に向けた取組
５．会議資料電子保存の仕組みの構築
の検討
６．令和10年３月の事務組織の情報シ
ステム基盤リプレースに向けた検討
７．生成AIを活用した事務業務の省力
化の検討

○設備
・学内ニーズを把握するため設備募集
（令和７年１月16日～令和７年３月14
日）を行い、現地視察を行うなどしたう
えで、UEC設備マスタープラン（令和７
年度版）を策定した。策定にあたって
は、社会的要請や利用率、更新状況、
波及効果などを踏まえ優先順位を決定
した上で、概算要求に活用した。
・液体ヘリウムを利用する研究基盤の
整備と液体ヘリウム利用環境の共用を
目的として進めている「ヘリウム利用研
究基盤共用ステーション」構想の進捗
については、3月末にヘリウム液化シス
テムの更新作業を完了し、当初の目的
である学内外へ向けたヘリウム利用環
境の共用を進める準備を整えた。

○施設
・J-PEAKS事業の中核的拠点施設とし
て、「e-Nexus（イー・ネクサス）棟」を竣
工した 。本施設は、本学が有する広範
な科学技術を基盤とする先進エネル
ギー技術の研究と実証の拠点ならびに
全学横断的な研究の結節点（Nexus）と
して機能し、多様なステークホルダーと
の共創を促すことで社会実装を加速さ
せる戦略的拠点となることを目指してい
る。令和８年１月には、多数の本拠点形
成にかかわる関係機関や企業パート
ナー等の関係者を招致し竣工記念式
典を挙行した。

○キャンパス
・共創進化棟（仮称）改築整備について
は、高さ制限の緩和を含めた調布市と
の地区計画の制定に向けて、協議を進
める。
・共創進化スマートビレッジ（仮称）
PPP/PFI事業については、民間事業者
の収益施設は、独立した計画とせず、
本学の教育研究及びキャンパス資源を
活用し、本学の教育研究と関連性を持
たせ、先進的な共同研究や実装実験の
場として連携を図るとともに、効果的で
良好なサービスを提供できるよう引き続
き検討を行う。

「共創進化スマート社会」を先導し、
自らも「共創進化スマート大学」にな
るための個々の要素のデザインに
関する工程表に沿って、「共創進化
スマート大学」になるための取組を
実行する。
また、外部評価を実施するための体
制を整備する。

民間との共同研究に係る間接経費
及びエクステンション事業、ネーミン
グライツ事業、知財関連収入を合算
した収入額
R７年度実績：119,071,688円【3/30時
点】

R４：116,236,624円
R５：112,130,623円
R６：130,102,115円

R４-７：477,541,050円

○令和８年３月５日時点で東証プライム
上場企業を含む121社が企業会員（プ
ライム会員総数は個人会員３名を含め
て124社）となっており、これらの会員企
業とのマッチングを推進する更なる
サービス検討を予定している。
○産学官連携センター内に新たに地域
連携推進室を設置し、本学と地域にお
ける産学官連携推進を図っているほ
か、同室が管理運営する新棟「e-
Nexus棟」を学内外の多様なステークホ
ルダーとの共創・連携を推進する拠点
として設置した。
○エクステンション事業においては包括
協定に基づき東日本高速道路株式会
社とのAIや画像認識に関するリスキリ
ング講座の開講や、東芝デジタルエン
ジニアリングの画像認識、進化計算講
座の開講等により１千万円以上の事業
収益を上げた。
○知財関連収入の安定的な確保のた
め、本学の保有する看板となる知財を
PRする広告媒体を作成し、有望なライ
センス先企業等への売り込みを実施し
た。

○実績（H28～R３）
累計３億6255万円

○目標（R４～R９）1.5倍
累計５億4000万円

設置した組織により、人材育成及び
研究成果が創出される好循環を形
成するとともに、本学が保有する
「知」と「技」を複数の企業との間で
戦略的に活用して教育研究を一体
的に推進することにより、民間との
共同研究に係る間接経費及びエク
ステンション事業、ネーミングライツ
事業、知財関連収入を合算した収入
額を10,000万円以上とする。
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計画

中期計画
No.

評価
指標

評価指標

【数値目標】
基準値
及び

第４期目標値

令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

(2) 我が国の持続的な発展を志向し、
目指すべき社会を見据えつつ、世
界水準の研究力を踏まえ、創出さ
れる膨大な知的資産が有する潜在
的可能性を見極め、その価値を社
会に対して積極的に発信し、また、
地域の社会的課題の解決を目指
すことで社会からの人的・財政的
投資を呼び込み、教育研究を高度
化する好循環システムを構築す
る。

3 好循環システムを充実発展させる
ため、世界水準の研究力を持つ
分野を特定し、その研究分野の
優秀な研究者が活躍できるよう支
援するとともに、研究者の多様性
や卓越性を尊重し異分野の研究
者によるイノベーション創出を活
性化する。

3-1 特定分野への重点的資金配
分、本学が継承・発展すべき
諸分野への資金配分及び研
究スペースの配分方法等に
ついて、第４期中期目標期
間を通じて、検証・見直し・整
備を実施する。

3-2 異分野の研究者がイノベー
ション創出を活性化するため
の新たな研究交流支援の仕
組みや研究資金支援制度を
構築し、異分野連携の新た
な研究の実施状況について
外部有識者による検証を行
う。

○本学の研究センター等を含めた各部
局のデータ把握・比較分析等を推進し
ており、組織別の予算配分額に対する
外部資金獲得実績、Article、Review、
ProceedingそれぞれのTop10％論文輩
出率及び一人当たりのTop10%論文輩
出数を分析し、顕著な成績を上げた４
部局に対して、学長裁量経費を活用し
て、総額400万円を配分している。
○JST創発的研究者支援事業に採択さ
れた教員に対する研究環境整備支援と
して、研究及び事務補助者等に係る人
件費支援及びオープンラボの使用者選
考における優先配慮を実施した。
○　「研究インテグレーター(RIer)となり
得る若手研究者の発掘・育成を目的と
して、任期付助教を対象とした「UEC 若
手研究者キャリア形成支援」を研究活
性化支援システムのプログラムの一つ
として令和５年度に設け、令和６年度に
続き今年度も以下のとおり支援を行っ
ている。なお、教員の需要に応えるべ
く、令和７年度より論文投稿支援を開始
した。
　　研究費支援：７件
　　国際会議研究発表等派遣支援：２件
　　論文投稿支援：２件
○一部のオープンラボの空室状況解消
による収益改善及び学内施設の有効
活用を図るため、対象のオープンラボ
の新規使用希望者に対し、使用料を
ディスカウントする等、前例のない弾力
的な取組を進めた。

研究活性化のため、特定分野への
重点的資金配分、本学が継承・発展
すべき諸分野への資金配分及び研
究スペースの配分方法等について、
検証・見直し・整備を行う。

○学内構成員の相互理解を深め異分
野融合につなげていくため、学内連携
の場を創設した。
　・COMPASS@slack
　　：SNSを活用した日常的な気軽な情
報交換や公募情報・イベント情報の提
供。
　　　登録メンバー158名
 
・COMPASS meetup
　　：学内プレゼンターによる最近の研
究紹介や話題提供。昼休みにzoomに
よる遠隔開催を2022年度よりスタートし
た。今年度は７回【６/11、７/15、10/８、
12/３、１/27、２/24、３/24】開催した。
○　「研究インテグレーター(RIer)となり
得る若手研究者の発掘・育成を目的と
して、任期付助教を対象とした「UEC 若
手研究者キャリア形成支援」を研究活
性化支援システムのプログラムの一つ
として令和５年度に設け、令和６年度に
続き今年度も以下のとおり支援を行っ
ている。なお、教員の需要に応えるべ
く、令和７年度より論文投稿支援を開始
した。
　　研究費支援：７件
　　国際会議研究発表等派遣支援：２件
　　論文投稿支援：２件
○国立天文台とのマッチングファンド型
共同研究事業の実施
研究開発の連携協力を発展させるため
の国立天文台とのマッチングファンド型
共同研究事業を令和６年度に続いて実
施した。両機関において公募を行い、
採択された５つの組織連携プロジェクト
が８月から共同研究を実施し、令和８年
３月27日に成果報告会を行った。
○J-PEAKS事業予算を活用し、異分野
連携による研究力の相乗的な向上と新
たな学際的研究の創出ならびに次世代
を担う研究リーダーの育成等を行うこと
を目的とした「UEC 戦略的拠点育成プ
ログラム（UEC-SHIP）」を新たに立ち上
げた。学内のみならず他機関研究者と
の連携も含めた独創的かつ意欲的な５
つのプロジェクトを８月に採択した。11
月には他のJ-PEAKS採択大学等のリ
エゾンが参加するサイトビジットを本学
で開催し、これら外部有識者を交えて
本プログラムの採択プロジェクトに関す
る検証・意見交換を実施した。
○異分野連携によるイノベーション創出
等、経営的・社会的価値の創出を推進
するためにURAが担うべき役割やその
人材像、活動の波及効果を最大化する
ための組織戦略等について議論するシ
ンポジウム「URA共創プラットフォーム
（CoPURA）」（第11回）を令和８年２月26
日に開催した。

異分野の研究者がイノベーション創
出を活性化するための新たな研究
交流支援の仕組み及び研究資金支
援制度により、イノベーション創出を
推進する。
また、異分野連携の新たな研究の実
施状況について外部有識者による
検証を行う。
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中期計画
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指標

評価指標

【数値目標】
基準値
及び

第４期目標値

令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

(2) 我が国の持続的な発展を志向し、
目指すべき社会を見据えつつ、世
界水準の研究力を踏まえ、創出さ
れる膨大な知的資産が有する潜在
的可能性を見極め、その価値を社
会に対して積極的に発信し、また、
地域の社会的課題の解決を目指
すことで社会からの人的・財政的
投資を呼び込み、教育研究を高度
化する好循環システムを構築す
る。

3 好循環システムを充実発展させる
ため、世界水準の研究力を持つ
分野を特定し、その研究分野の
優秀な研究者が活躍できるよう支
援するとともに、研究者の多様性
や卓越性を尊重し異分野の研究
者によるイノベーション創出を活
性化する。

3-2 異分野の研究者がイノベー
ション創出を活性化するため
の新たな研究交流支援の仕
組みや研究資金支援制度を
構築し、異分野連携の新た
な研究の実施状況について
外部有識者による検証を行
う。

○学内構成員の相互理解を深め異分
野融合につなげていくため、学内連携
の場を創設した。
　・COMPASS@slack
　　：SNSを活用した日常的な気軽な情
報交換や公募情報・イベント情報の提
供。
　　　登録メンバー158名
 
・COMPASS meetup
　　：学内プレゼンターによる最近の研
究紹介や話題提供。昼休みにzoomに
よる遠隔開催を2022年度よりスタートし
た。今年度は７回【６/11、７/15、10/８、
12/３、１/27、２/24、３/24】開催した。
○　「研究インテグレーター(RIer)となり
得る若手研究者の発掘・育成を目的と
して、任期付助教を対象とした「UEC 若
手研究者キャリア形成支援」を研究活
性化支援システムのプログラムの一つ
として令和５年度に設け、令和６年度に
続き今年度も以下のとおり支援を行っ
ている。なお、教員の需要に応えるべ
く、令和７年度より論文投稿支援を開始
した。
　　研究費支援：７件
　　国際会議研究発表等派遣支援：２件
　　論文投稿支援：２件
○国立天文台とのマッチングファンド型
共同研究事業の実施
研究開発の連携協力を発展させるため
の国立天文台とのマッチングファンド型
共同研究事業を令和６年度に続いて実
施した。両機関において公募を行い、
採択された５つの組織連携プロジェクト
が８月から共同研究を実施し、令和８年
３月27日に成果報告会を行った。
○J-PEAKS事業予算を活用し、異分野
連携による研究力の相乗的な向上と新
たな学際的研究の創出ならびに次世代
を担う研究リーダーの育成等を行うこと
を目的とした「UEC 戦略的拠点育成プ
ログラム（UEC-SHIP）」を新たに立ち上
げた。学内のみならず他機関研究者と
の連携も含めた独創的かつ意欲的な５
つのプロジェクトを８月に採択した。11
月には他のJ-PEAKS採択大学等のリ
エゾンが参加するサイトビジットを本学
で開催し、これら外部有識者を交えて
本プログラムの採択プロジェクトに関す
る検証・意見交換を実施した。
○異分野連携によるイノベーション創出
等、経営的・社会的価値の創出を推進
するためにURAが担うべき役割やその
人材像、活動の波及効果を最大化する
ための組織戦略等について議論するシ
ンポジウム「URA共創プラットフォーム
（CoPURA）」（第11回）を令和８年２月26
日に開催した。

異分野の研究者がイノベーション創
出を活性化するための新たな研究
交流支援の仕組み及び研究資金支
援制度により、イノベーション創出を
推進する。
また、異分野連携の新たな研究の実
施状況について外部有識者による
検証を行う。
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【数値目標】
基準値
及び

第４期目標値

令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

3-4 専任教員の若手比率を第４
期中期目標期間最終年度ま
でに、令和２年度末に比して
約1.1倍以上とする。

○実績（R２年度末）
19.0％

○目標（R９年度末）1.1倍
20.9％

教員採用計画に基づき、任期付助
教８名、ＴＴ准教授等５名の採用を計
画的に実施し、若手教員13名の採
用を目指す。（比率24.6％）
（R２比1.31)

【R7年度末見込】
専任教員数：298名
うち40歳未満：64名（R7年度採用実
績10名）
若手教員比率：21.5％
（R２比1.13）

「令和4年度以降の教員採用計画（令和
3年10月13日役員会決定）」に基づき、
任期付助教及びＴＴ准教授等を計画的
に選考を進めた結果、採用者数11名
中、10名の若手教員を採用した。令和2
年度末と比較して2.5%の増、比率として
1.13倍となり、数値目標達成となった。
なお、令和8年度中に採用される専任
教員については、すでに9名の若手研
究者が見込まれており、次年度の実績
として更なる増となる見込みである。

3-5 専任教員の女性人数を第４
期中期目標期間最終年度ま
でに、令和２年度末に比して
約1.1倍以上とする。

○実績（R２年度末）
26名

○目標（R９年度末）1.1倍
29名

教員採用計画に基づき、女性の専
任教員数を33名とする。
（R２比1.26)

【R7年度末見込】
女性の専任教員数33名（R7年度採
用実績2名）
（R２比1.27)

令和7年度中の専任教員採用者11名の
うち2名の女性研究者を採用し、令和7
年度末の女性の専任教員数は33名と
なった。令和2年度末と比較して7名の
増、比率として1.27倍となり、大幅な数
値目標達成となった。
また、令和8年度人事計画策定にあ
たっては、著名または多大な業績等を
有する女性研究者の招へい人事を積
極的に奨励する旨を「令和8年度人事
実施方針」に加えてている。
なお、令和8年度中に採用される専任
教員のうち１名は女性研究者が見込ま
れており、次年度実績として更なる増と
なる見込みである。

(2) 我が国の持続的な発展を志向し、
目指すべき社会を見据えつつ、世
界水準の研究力を踏まえ、創出さ
れる膨大な知的資産が有する潜在
的可能性を見極め、その価値を社
会に対して積極的に発信し、また、
地域の社会的課題の解決を目指
すことで社会からの人的・財政的
投資を呼び込み、教育研究を高度
化する好循環システムを構築す
る。

3 好循環システムを充実発展させる
ため、世界水準の研究力を持つ
分野を特定し、その研究分野の
優秀な研究者が活躍できるよう支
援するとともに、研究者の多様性
や卓越性を尊重し異分野の研究
者によるイノベーション創出を活
性化する。

3-3 基礎研究に対する安定的な
資源の配分及び卓越性を持
つ研究分野への戦略的かつ
重点的な資金配分及び人員
配置を行うこと等により、本
学の全分野の研究力（「論文
数累計」、「国際共著論文
率」、「TOP10％論文率」）を
第３期中期目標期間実績に
比して約1.1倍以上、特に世
界水準の研究力を持つ分野
の研究力（「国際共著論文
率」、「TOP10％論文率」）を
約1.2倍以上とする。

○実績（H28～R２）
累計・総計に基づいた論
文率
・論文数累計　3,342本
・国際共著論文率　39.4％
・TOP10％論文率　7.7％

○目標（R４～R８）
累計・総計に基づいた論
文率
＜全分野＞1.1倍
・論文数累計　3,676本
・国際共著論文率
43.34％
・TOP10％論文率　8.47％

＜世界水準＞1.2倍
総計に基づいた論文率
・国際共著論文率
47.28％
・TOP10％論文率　9.24％

【令和７年の単年データ
（2026.2.26dataset）】
○全分野
　・論文数　648本（目標736本）
　・国際共著論文率　46.6％（目標
43.34%）
　・TOP10％論文率　7.72％（目標
8.47%）
○世界水準の研究力を持つ分野
　・国際共著論文率　85.19％
　・TOP10％論文率　40.74％

【R４～R７のデータ
（2026.2.26dataset）】
○全分野
　・論文数　2636本（R４～R８目標
3676本）
　・国際共著論文率　46.6％（目標
43.34%）
　・TOP10％論文率　8.00％（目標
9.24%）
○世界水準の研究力を持つ分野
　・国際共著論文率　54.34％（目標
47.28%）
　・TOP10％論文率　19.65％（目標
9.24%）

○研究活性化支援システムの若手論
文投稿支援、国際共著論文投稿支援
制度により以下の支援を実施した。
　　若手論文投稿支援　14件
　　国際共著論文投稿支援　３件
○世界水準の研究力を持つ分野につ
いて、IR室と連携しInCitesの分野別統
計データ等をもとに検証を進めた結果、
本学において共創進化スマート社会の
実現を支える重点分野であり、日本や
世界と比較しても各種の指標から本学
が国際的に強い影響力をもちうる分野
として「COMPUTER SCIENCE,
INFORMATION SYSTEMS」と決定し
た。

研究力向上を目指し、戦略的かつ重
点的な資金配分及び人員配置を行
うこと等により、本学の論文数を736
本、国際共著論文率を43.34%、
TOP10％論文率を8.47%以上とする。
世界水準の研究力を持つ分野を令
和６年実績により令和７年度に決定
する。
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基準値
及び

第４期目標値

令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

3-6 専任教員の外国人人数を第
４期中期目標期間最終年度
までに、令和２年度末に比し
て約1.1倍以上とする。

○実績（R２年度末）
24名

○目標（R９年度末）1.1倍
27名

教員採用計画に基づき、外国人の
専任教員数を33名とする。
（R２比1.33)

【R7年度末見込】
外国人の専任教員数33名（R7年度
採用実績5名）
（R２比1.38)

令和7年度中の専任教員採用者11名の
うち、セキュリティ情報学、電子情報
学、先端ロボティクス及び国際教育分
野の教員として外国人研究者を5名採
用した。令和2年度末と比較して9名の
増、比率として1.38倍となり、数値目標
達成となった。
また、令和8年度人事計画策定にあ
たっては、著名または多大な業績等を
有する外国人研究者の招へい人事を
積極的に奨励する旨を「令和8年度人
事実施方針」に加えている。
なお、令和8年度中に採用される専任
教員のうち5名は外国人研究者が見込
まれており、次年度実績として更なる増
となる見込みである。

(2) 我が国の持続的な発展を志向し、
目指すべき社会を見据えつつ、世
界水準の研究力を踏まえ、創出さ
れる膨大な知的資産が有する潜在
的可能性を見極め、その価値を社
会に対して積極的に発信し、また、
地域の社会的課題の解決を目指
すことで社会からの人的・財政的
投資を呼び込み、教育研究を高度
化する好循環システムを構築す
る。

3 好循環システムを充実発展させる
ため、世界水準の研究力を持つ
分野を特定し、その研究分野の
優秀な研究者が活躍できるよう支
援するとともに、研究者の多様性
や卓越性を尊重し異分野の研究
者によるイノベーション創出を活
性化する。

4 地元自治体はもとより、日本全国
の自治体との密接な連携を図り、
スマートシティ実現の課題及び自
治体特有の課題を抽出し、課題
解決に必要となる研究成果を還
元する。

4-1 スマートシティ実現の課題及
び自治体特有の課題の解決
につながる研究成果数累計
を第３期中期目標期間実績
に比して約1.2倍以上とする。

○実績（H28～R３）
累計５件

○目標（R４～R９）1.2倍
累計６件

３件創出（目標１件）

R４：２件（目標１件）
R５：２件（目標１件）
R６：３件（目標１件）

R４-７：10件

スマートシティ実現の課題及び自治体
特有の課題の解決につながる研究成
果を下記の通り、３件創出した。

①「遊休温室を活用した地域産業創出
プロジェクト」（東京都と大学との共同事
業）
⇒本学、東京農工大学、東京外国語大
学、帝京大学の連携事業で、2025年度
の「東京都と大学との共同事業」に採
択。伊豆大島の火山性土壌と使われな
くなった温室を活用し、高付加価値作物
（特に胡椒）の安定生産・新規就農モデ
ル開発・地域産業のブランド化をめざす
取組を開始した。令和８年２月には、当
該プロジェクトの実績も踏まえて大島町
より包括的な協力関係構築の提案があ
り、相互の資源および学術研究成果等
の交流を促進し、活力ある地域社会の
創造、協働による地域の課題解決、人
財育成および相互の発展に資すること
を目的として包括連携協定を締結した。
②「コミュニケーション・バリアフリー事
業」(東京都 大学研究者による事業提
案制度)
⇒本学が代表機関となり、本学を含む
５大学・４企業の計９機関による共同提
案として、令和７年度から９年度までの
３年間、東京都福祉局が所管する事業
として令和７年度より取組を開始した。
AI および IoT 技術を活用し、きこえな
い人やきこえにくい人が日常生活にお
いて、不自由さを意識することなく社会
参画し、さらに支援する人の活動も支え
る対話型AI コミュニケーション・システ
ムの社会実装と普及・促進および持続
的な活動に向けた人材の確保と育成を
すすめる。
③「平常時データを活用した”分かりや
すく出せる・集められる”災害廃棄物マ
ネジメントの実証」（東京データプラット
フォーム（TDPF）ケーススタディ事業）
⇒本学、調布市、Borzoi AI社の企画提
案による、平常時のゴミ分別・収集プ
ラットフォーム等から得られる大規模
データを活用し、AIと位置情報の連携
による災害モード機能を構築すること
で、排出・収集・伝達の混乱を解消する
システムの実証事業が採択され、８月
より事業を開始した。令和８年２月に
は、この事業の一環として株式会社調
布清掃、株式会社吉野清掃を含む産学
官６者連携で排出・収集の防災モニ
ター訓練を実施した。

スマートシティ実現の課題及び自治
体特有の課題の解決につながる研
究成果を１件以上創出する。
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及び
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令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

(2) 我が国の持続的な発展を志向し、
目指すべき社会を見据えつつ、世
界水準の研究力を踏まえ、創出さ
れる膨大な知的資産が有する潜在
的可能性を見極め、その価値を社
会に対して積極的に発信し、また、
地域の社会的課題の解決を目指
すことで社会からの人的・財政的
投資を呼び込み、教育研究を高度
化する好循環システムを構築す
る。

4 地元自治体はもとより、日本全国
の自治体との密接な連携を図り、
スマートシティ実現の課題及び自
治体特有の課題を抽出し、課題
解決に必要となる研究成果を還
元する。

4-1 スマートシティ実現の課題及
び自治体特有の課題の解決
につながる研究成果数累計
を第３期中期目標期間実績
に比して約1.2倍以上とする。

○実績（H28～R３）
累計５件

○目標（R４～R９）1.2倍
累計６件

３件創出（目標１件）

R４：２件（目標１件）
R５：２件（目標１件）
R６：３件（目標１件）

R４-７：10件

スマートシティ実現の課題及び自治体
特有の課題の解決につながる研究成
果を下記の通り、３件創出した。

①「遊休温室を活用した地域産業創出
プロジェクト」（東京都と大学との共同事
業）
⇒本学、東京農工大学、東京外国語大
学、帝京大学の連携事業で、2025年度
の「東京都と大学との共同事業」に採
択。伊豆大島の火山性土壌と使われな
くなった温室を活用し、高付加価値作物
（特に胡椒）の安定生産・新規就農モデ
ル開発・地域産業のブランド化をめざす
取組を開始した。令和８年２月には、当
該プロジェクトの実績も踏まえて大島町
より包括的な協力関係構築の提案があ
り、相互の資源および学術研究成果等
の交流を促進し、活力ある地域社会の
創造、協働による地域の課題解決、人
財育成および相互の発展に資すること
を目的として包括連携協定を締結した。
②「コミュニケーション・バリアフリー事
業」(東京都 大学研究者による事業提
案制度)
⇒本学が代表機関となり、本学を含む
５大学・４企業の計９機関による共同提
案として、令和７年度から９年度までの
３年間、東京都福祉局が所管する事業
として令和７年度より取組を開始した。
AI および IoT 技術を活用し、きこえな
い人やきこえにくい人が日常生活にお
いて、不自由さを意識することなく社会
参画し、さらに支援する人の活動も支え
る対話型AI コミュニケーション・システ
ムの社会実装と普及・促進および持続
的な活動に向けた人材の確保と育成を
すすめる。
③「平常時データを活用した”分かりや
すく出せる・集められる”災害廃棄物マ
ネジメントの実証」（東京データプラット
フォーム（TDPF）ケーススタディ事業）
⇒本学、調布市、Borzoi AI社の企画提
案による、平常時のゴミ分別・収集プ
ラットフォーム等から得られる大規模
データを活用し、AIと位置情報の連携
による災害モード機能を構築すること
で、排出・収集・伝達の混乱を解消する
システムの実証事業が採択され、８月
より事業を開始した。令和８年２月に
は、この事業の一環として株式会社調
布清掃、株式会社吉野清掃を含む産学
官６者連携で排出・収集の防災モニ
ター訓練を実施した。

スマートシティ実現の課題及び自治
体特有の課題の解決につながる研
究成果を１件以上創出する。
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第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

2 教育 2 教育に関する目標を達成するための措置

5-2 学修者主体の教育を実現す
る転類・転プログラム制度の
見直しとして、科目の配置や
進級審査等のカリキュラム
編成を実施し、制度活用者
数や活用後の学生の学修状
況等について、改善が認め
られること。

転類・転プログラム制度を実施し、活
用者数や学修状況を検証し、必要に
応じて改善につなげる。

引き続き、学修者主体の教育を実現す
る新しい転類・転プログラム制度を実施
する。
・転類・転プログラムの年度別活用者数
R５年
　転類　13名
　転プログラム　6名、
R６年
　転類　16名
　転プログラム　7名、
・制度見直しの前後に係る進級審査合
格率の比較分析を行った。

(1) 学生の能力が社会でどのように評
価されているのか、調査、分析、検
証をした上で、教育課程、入学者
選抜の改善に繋げる。特に入学者
選抜に関しては、学生に求める意
欲・能力を明確にした上で、高等学
校等で育成した能力を多面的・総
合的に評価する。
また、高等学校等と大学をシーム
レスに繋ぐ高大接続の取組を拡充
する。

5 本学の卒業生の能力が社会でど
のように評価されているのかにつ
いて卒業生などのステークホル
ダーを対象とした調査・分析を組
織的かつ継続的に行い、教育課
程の改善や組織の見直しを行う。
加えて、入学試験結果や入学後
の学修状況、達成度・満足度等の
調査、分析、検証を行い、高等学
校等で育成された能力について、
多面的・総合的に評価するために
入学者選抜の改善を行う。
さらに、入学志願者の志望に応え
る入学者選抜の改善と入学後の
学修過程での気づきによる他の
専門分野への移行を容易にする
転類・転プログラム制度など学修
者主体の教育の改善を行う。
また、高校生を対象に、大学での
学修への理解を深めることを目的
として本学の魅力ある教育と最先
端の研究に触れる機会を提供す
る「UECスクール」等の高大接続
事業を拡充する。

5-1 卒業生が在職する企業等へ
のアンケート及び入学後の
学修状況調査を定期的に実
施し、これらの調査結果の統
合的な分析・検証を踏まえて
教育課程や入学者選抜の改
善につなげ、ディプロマ・ポリ
シー、カリキュラム・ポリ
シー、アドミッション・ポリシー
の継続的な検証を行う。

5-3 高大接続事業の参加者数を
第３期中期目標期間実績に
比して1.5倍以上とする。

○実績（H28～R３）
累計528名

○目標（R４～R９）1.5倍
累計792名
※2019年度から現UECス
クール実施体制のため、
2018年度以前の数値は
算出できないため、2019
年度～2021年度の３年間
の合計値を平均して６倍
の数値を1.5倍にして目標
値を算出

R6年度に実施した卒業生アンケート調
査や入学後の学修状況調査として実施
した、UEC検定、GPS－academic、成績
分布調査、UEC-LAPの分析結果を大
学教育センターでとりまとめ、教育課程
の改善のための各調査結果を踏まえ、
R8年度入試（R７年末実施予定）のK課
程の２次募集において、基礎学力の担
保及び把握をするため、英語科目の導
入を検討している。また、CBT入試によ
り実施することにより、入学後の学修状
況調査との相関関係の分析･活用を行
うことも可能となる。

R６年度に実施した卒業生アンケート
調査及び入学後の学修状況調査に
よる分析に基づき、必要に応じた教
育課程や入学者選抜方法の改善に
つなげていく。

参加者の増に向けて継続実施し、参
加者数を第３期中期目標期間実績
に比して1.5倍以上とする。

151名

令和4年度：125名
令和5年度：150名
令和6年度：148名

R4-7：574名

新たにＵＥＣスクールGLOBALを企画・
実施した。
1)UECスクールJr.
　実施日：4月～7月の6回
　参加人数：22人
2)ＵＥＣスクールGLOBAL（1回完結型）
　実施日：8月22日
　参加人数：22人
3)UECスクール「理科学実験」
　実施日：7月20日、10月5日、12月14
日
　参加人数12人
4)UECスクール「プログラミング入門」
　実施日：A日程8月17日、9月21日、10
月19日
　参加人数：24人
　実施日：B日程12月21日、1月25日、2
月15日
　参加人数：24人
5)UECスクール「高大連携基礎プログラ
ミング」
　実施日：7月～12月にe-learningと対
面のス クーリングで実施
　参加人数：47人
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6-2 副専攻プログラムを構築し、
授業評価等を通じ、学生が
身につけた能力を可視化し
確認する。

副専攻プログラムを実施し、授業評
価及び学生が身につけた能力の可
視化を通じ、必要に応じてプログラ
ムの改善を行う。

・R7年度は9つの副専攻プログラムを開
講した。
・学生が身につけた能力を可視化する
ため副専攻プログラムの修了（予定）者
にアンケートを実施したほか、GPS-
academicを活用して、副専攻に関する
満足度や開講を希望するプログラムに
ついて学生アンケートを実施した。

6-4 情報理工学域Ⅰ類の入学定
員を令和６年度以降30人増
とする。
※R６年度より新たに作成し
た評価指標

○実績（R５年度）
225名

○目標（R６年度）
255名

情報理工学域Ⅰ類の入学定員を令
和６年度以降30人増とする。

令和７年度情報理工学域Ⅰ類
入学定員：255名

情報理工学域Ⅰ類の入学定員を令和
６年度以降30人増とした２５５名を維持
した。

(2) 特定の専攻分野を通じて課題を設
定して探求するという基本的な思
考の枠組みを身に付けさせるとと
もに、視野を広げるために他分野
の知見にも触れることで、幅広い
教養も身に付けた人材を養成す
る。（学士課程）

6 Society5.0で活躍するUEC「工」型
人材が備える教養として、情報・
数理・データサイエンス・AI・量子
技術（IMDAQ）分野の基盤となる
知識とスキルを全学生に身に付
けさせるため、数理・データサイエ
ンス・AI教育プログラム認定制度
を活用し、実験・演習に重きを置
いた新たなIMDAQ共通基盤プロ
グラムを構築する。加えて、他類
のコア科目を体系的に学ぶ副専
攻プログラムを構築する。
また、主体的に探求する能力を身
に付けさせるため、類の専門の枠
を超えて、少人数で自ら課題を選
択し、自ら手を動かし探求する本
学独自の工房教育を拡充する。

6-1 文部科学省等による「数理・
データサイエンス・AI教育プ
ログラム認定制度」を活用し
たIMDAQ共通基盤プログラ
ムを構築し、学生の履修状
況を調査し、公表するととも
に、授業評価等を通じ、学生
が身につけた能力を可視化
し確認する。

・ＩＭＤＡＱ共通基盤プログラムとして、
「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログ
ラム」、「学域副専攻プログラム」、「異
分野理解プログラム」、「先端技術横断
プログラム」を実施した。
・このうち、異分野理解プログラムで
は、武蔵野美術大学との連携による学
域特別講義、実践女子大学との単位互
換を活用し、デザイン系の講義を学生
に提供した。
・また、先端技術横断プログラムでは、
カーボンニュートラル副専攻プログラム
を実施した。
・１年次主要科目において、教育DX
（UEC-LAP）を活用し、教材の閲覧履
歴、レポート課題の評価をリアルタイム
で可視化し学生、担当教員にフィード
バックを行った。
・また、授業後のアンケートや授業評価
アンケートを継続して実施した。
数理・データサイエンス・AI教育プログ
ラム認定制度修了者数R7年、845名→
HPに公表予定

6-3 一部の学生の参加に限られ
た「工房教育」について、全
学年を通じて多くの学生が参
加できる仕組みを構築し、参
加学生の年度平均人数を第
３期中期目標期間実績に比
して増加させる。

○実績（H28～R３）
117名/年

○目標（R４～R９）
117名超/年

IMDAQ共通基盤プログラムを実施
し、履修状況を調査し公表する。さら
に、授業評価及び学生が身につけ
た能力の可視化を通じ、必要に応じ
てプログラムの改善を行う。

令和7年度　受講人数 251名

情報工学工房102名（Ａ:83名、Ｂ:18
名、Ｃ:1名）
電子工学工房　20名
ロボメカ工房　99名
UECパスポートプログラムＡ　2名
UECパスポートプログラムＢ　8名
ピクトラボ　20名

R４：133名
R５：131名
R６：210名
R4-7：725名

パスポートプログラムについて見直しを
行い、令和8年度から「UECパスポート
プログラムA、B」の授業内容を引き継
いだ「サイエンス工房A、B」を開講予定
である。新設の科目は1年次から履修
可能とし、より履修しやすい科目設定と
している。

全学年を通じて多くの学生が参加で
きる仕組みを活用した工房教育を実
施し、参加学生の年度平均人数を第
３期中期目標期間実績に比して増加
させる。
また、同仕組みを検証し、必要に応
じて改善につなげる。
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8 ポスト・コロナに向けて策定した教
育DX計画に基づき、学生一人一
人の学修状況と身に付けた能力
をリアルタイムで可視化するシス
テムを構築し、より迅速で適切な
学修指導を実施する。また、多様
な学修履歴をもつ学生の修学を
きめ細やかに支援するために、学
生支援体制を強化する。

8-1 高度ICTを活用した個々の学
生の学修状況・成果をリアル
タイムで可視化するシステム
を構築し、システムを活用し
た学生支援の効果を測定す
るとともに、システム及び支
援方法の改善を行う。

「UEC共創進化スマート教育システ
ム」の本格的な運用を開始する。同
システムを活用して学修支援の効果
を測定し、同システム及び支援方法
の改善を行う。

１年次必修科目の物理学概論第一・第
二の全１２クラスでUEC-LAPで分析さ
れた結果を学生による振り返りが行わ
れ、効果が確認された。令和７年度後
学期には１年次必修科目「基礎プログ
ラミングを及び演習」の全てのクラスの
データ分析を行った。

(2) 特定の専攻分野を通じて課題を設
定して探求するという基本的な思
考の枠組みを身に付けさせるとと
もに、視野を広げるために他分野
の知見にも触れることで、幅広い
教養も身に付けた人材を養成す
る。（学士課程）

7 課題探求の思考力に繋がる研究
マインドを養成するため、人工知
能先端研究センター（AIX）など研
究センターを中心とした実践的な
課題解決のプロセスを学ぶ全類
横断型の先端技術横断プログラ
ムを構築する。また、イノベーショ
ン力に必要となる視野を広げるた
めにデザイン系大学等と連携し、
本学が有しない分野を体系的に
学修する異分野理解プログラムを
構築する。

7-1 先端技術横断プログラム及
び異分野理解プログラムを
構築し、授業評価等を通じ、
学生が身につけた能力を可
視化し確認する。

・先端技術横断プログラムとして「カー
ボンニュートラル副専攻プログラム」を
開講するとともに修了者にアンケートの
実施を予定していたが、本年度履修者
が０名であったことからアンケートの実
施は見送ることとなった。
異分野理解プログラムとして武蔵野美
術大学との連携による学域特別講義、
実践女子大学との単位互換を活用し、
デザイン系の講義を学生に提供した。
・学生が身につけた能力を可視化する
ため、修了者へのアンケートを実施す
る。

(3) 研究者養成の第一段階として必要
な研究能力を備えた人材を養成す
る。高度の専門的な職業を担う人
材を育成する課程においては、産
業界等の社会で必要とされる実践
的な能力を備えた人材を養成す
る。（修士課程）

9 Society 5.0を切り拓く研究者とし
て高度な専門性を備えた人材を
養成するために、専攻の枠を超え
てIMDAQ分野の先端的な知識と
基盤技術を学ぶIMDAQ応用基盤
プログラムに加え、人工知能先端
研究センター（AIX）などの研究セ
ンター等による実践的な課題解決
のプロセスを学ぶ先端技術横断
プログラムを構築する。
また、視野を広げるために他専攻
のコア科目を体系的に学ぶ副専
攻プログラムを構築する。
加えて、イノベーション力を育成す
るため、デザイン系大学等と連携
した異分野連携プログラムを構築
する。

9-1 IMDAQ応用基盤プログラム、
先端技術横断プログラム、
副専攻プログラム、及び異分
野理解プログラムを構築し、
授業評価等を通じ、学生が
身につけた能力を可視化し
確認する。

先端技術横断プログラム及び異分
野理解プログラムを実施し、授業評
価等を通じて学生が身に付けた能
力をどのように可視化するか検討す
る。

ＩＭＤＡＱ応用基盤プログラム、副専
攻プログラム及び異分野理解プログ
ラムを実施し、プログラムの改善に
つなげるため、授業評価等を通じて
学生が身に付けた能力をどのように
可視化するか検討する。
また、先端技術横断プログラムを構
築する。

・「IMDAQ応用基盤プログラムとして」、
「副専攻プログラム」、「異分野理解プロ
グラム」を実施した。
・「副専攻プログラム」における学生が
身につけた能力の可視化について、授
業評価アンケートの結果を各プログラ
ムの取りまとめ教員に構成科目の結果
をフィードバックすることを検討してい
る。ほかに修了者へのアンケートの実
施についても検討を行っている。
・「異分野理解プログラム」における学
生が身につけた能力の可視化につい
て、武蔵野美術大学との連携科目の授
業評価アンケートの結果をプログラム
の改善に活用している。
・令和7年度副専攻プログラムの申請
者：博士前期課程学生2名（1年生1名、
2年生1名）、うち1名修了。
・先端技術横断プログラムとして、ゲー
ム人材育成の副専攻プログラムについ
て、R8年度の設置に向け「エンタテイン
メント創造研究教育センター」を設置し
た。

12 / 39 ページ



No.
中期
目標

中期目標
No.

中期
計画

中期計画
No.

評価
指標

評価指標

【数値目標】
基準値
及び

第４期目標値

令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

10 高度な専門性に加え実践的な能
力を備えた人材を育成するため、
大学、研究機関及び企業と連携し
た共同研究を中心とする新たな
UECジョブ型研究インターンシップ
（M）制度を構築する。

10-1 企業との共同研究を中心と
する新たな長期間のUECジョ
ブ型研究インターンシップ
（M）制度を構築し、履修者と
連携企業からの評価を実施
し、制度の改善を行う。

UECジョブ型研究インターンシップ
（M）の制度設計・体制の構築につい
て、検討を行う。

令和3年度にジョブ型研究インターン
シップ推進協議会に入会し、令和7年度
は同協議会主催の以下の説明会等に
参加し情報収集を行いつつ、キャリア
支援センターと産学官連携センターと
連携してUECジョブ型研究インターン
シップ（M)の制度設計・体制の構築の
検討を進めた。
・ジョブ型研究推進協議会
　（4/1、4/23、6/17、9/19、11/14、
12/19、1/23、2/27、3/17）
・学生向け説明会（4/15、10/1）

11 博士課程への進学者を増やすた
め、支援を必要とする全学生に対
して、経済的負担を減らし、安心
して研究生活が送れるように、共
同研究から得られる間接経費や
寄付等を財政基盤とする本学独
自の経済的支援制度を構築す
る。

11-1 新たな経済的支援制度を構
築し、博士課程の進学者を
第３期中期目標期間実績の
平均値に比して増加させる。

○実績（H28～R３）
平均31名/年

○目標（R４～R９）
平均31名超/年

博士課程の学生に新たな経済支援
制度を実施するとともに進学者の増
減について検証する。

博士課程の進学者：39名

R４：36名
R５：42名
R６：31名
R７：39名

R4-7：148名

令和６年に引続き博士課程進学者の増
加を図る観点から、経済的負担の軽減
に向けた多角的な方策の検討を進め
た。令和７年度は留学生に対し博士前
期課程・博士後期課程のいずれにおい
ても、優秀な学生を対象に授業料を免
除する方向で、新たな奨学制度の構築
を進めた。更に、日本人学生への経済
的支援の拡充に向け制度全体の再設
計について検討を行った。

12 企業との共同研究を中心とする
本学独自のUECジョブ型研究イン
ターンシップ（D）制度を構築し、異
なる分野の研究者との協働等を
通じて実践力を備えたイノベー
ション博士人材を育成する。

12-1 企業との雇用関係の下で異
なる分野の研究者と協働す
る新たな長期間のUECジョブ
型研究インターンシップ（D）
制度を構築し、履修者と連携
企業からの評価を実施し、制
度の改善を行う。

UECジョブ型研究インターンシップ
（Ｄ）を実施し、評価、改善を行う。

(3) 研究者養成の第一段階として必要
な研究能力を備えた人材を養成す
る。高度の専門的な職業を担う人
材を育成する課程においては、産
業界等の社会で必要とされる実践
的な能力を備えた人材を養成す
る。（修士課程）

(4) 深い専門性の涵養や、異なる分野
の研究者との協働等を通じて、研
究者としての幅広い素養を身に付
けさせるとともに、独立した研究者
として自らの意思で研究を遂行で
きる能力を育成することで、アカデ
ミアのみならず産業界等、社会の
多様な方面で求められ、イノベー
ションを創出できる人材を養成す
る。（博士課程）

前年度に引き続き、ジョブ型研究イン
ターンシップ推進協議会加盟によるイン
ターンシップを引き続き推奨・実施して
いる。（応募実績　３人　９件、参加実績
０人）
　なお、令和７年度は、令和７年度「未
来を先導する世界トップレベル大学院
教育拠点創出事業」（特色型）に本学の
「日本版Industrial PhDによる未来共創
リーダー育成拠点」が採択され、「日本
版Industrial PhD」制度創設に向けた検
討に併せてインターンシップ支援体制
の充実を含めてUECジョブ型研究イン
ターンシップ（D）の現状の課題等につ
いて検討を行った。
・ジョブ型研究推進協議会　（4/1、
4/23、6/17、9/19、11/14、12/19、
1/23、2/27、3/17）
・学生向け説明会（4/15、10/1）
・ジョブ型研究インターンシップのシステ
ムへの登録者数20名
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13 社会人の学生が学びやすくする
ため、ポスト・コロナ社会に相応し
いAR・VR等の高度コミュニケー
ション手段を活用したリアルなオ
ンラインを主体とする研究指導に
より学位取得ができる学修環境
の整備を行う。

13-1 高度コミュニケーション手段
を活用した研究指導により学
位取得ができる社会人博士
の学修環境を整備し、履修
学生及び教員からの評価を
もとに環境の改善を行う。

AR・VR等の高度コミュニケーション
手段を活用したオンラインを主体と
する研究指導を実施し、学生及び教
員からの評価をもとに必要に応じて
改善を行う。

西9号館（審査委員会場）と東33号館
（一般聴講会場）のeDX教室を接続し、
社会人対象の博士後期課程学生の学
位論文発表会（公聴会）及び審査を
行った。引き続き、利用実績を増やすた
めの仕組みや働きかけを検討する。

14-1 企業と連携した経営者層と
実務者を対象としたオーダー
メイド型研修プログラムを提
供する連携先企業の数を第
３期中期目標期間実績に比
して増加させる。

○実績（H28～R３）
累計２社

○目標（R４～R９）
累計２社超

既存の連携先企業との研修プログラ
ムを継続・充実させて引き続き展開
するとともに、オーダーメイド型研修
プログラムを提供する新たな連携先
企業の開拓を積極的に進め、新たな
研修プログラムを検討する。

【自己評価：A】
２社（東日本高速道路株式会社２講
座、東芝デジタルエンジニアリング２
講座）

R４：１社（鹿島建設株式会社）
R５：１社（鹿島建設株式会社）
R６：２社（鹿島建設株式会社、東日
本高速道路株式会社）

R4-7：３社（実社数）

下期に新規講座が立ち上がったこと
で、合計２社の研修プログラムを実施し
た。

1. 東日本高速道路株式会社
管理者向けAI講座 受講者９名　講習料
4,355,000円（税込）
画像認識基礎講座 受講者11名　講習
料4,927,000円（税込）
2. 東芝デジタルエンジニアリング株式
会社
進化計算講座 受講者15名　講習料
600,000円（税込）
画像認識講座 受講者15名　講習料
600,000円（税込）

14-2 社会人向けICT人材育成プ
ログラムを構築し、受講者数
や授業評価等によりプログラ
ムの効果を検証する。

新たな社会人向けICT人材育成プロ
グラムの構築を検討する。

社会人の修学に関する指向、意欲を把
握するため、データアントレプレナー
フェローシップの受講者及び修了者に
対して、進学意欲に係るアンケートを実
施した。

(4) 深い専門性の涵養や、異なる分野
の研究者との協働等を通じて、研
究者としての幅広い素養を身に付
けさせるとともに、独立した研究者
として自らの意思で研究を遂行で
きる能力を育成することで、アカデ
ミアのみならず産業界等、社会の
多様な方面で求められ、イノベー
ションを創出できる人材を養成す
る。（博士課程）

(5) データ駆動型社会への移行など産
業界や地域社会等の変化に応じ
て、社会人向けの新たな教育プロ
グラムを機動的に構築し、情報・数
理・データサイエンス・AI・量子技術
(IMDAQ)分野など新たなリテラシー
を身に付けた人材や、既存知識を
リバイズした付加価値のある人材
を養成することで、社会人のキャリ
アアップを支援する。

14 IoTの急速な拡大によるデータ駆
動型社会で活躍する人材に求め
られる、情報・数理・データサイエ
ンス・AI・量子技術(IMDAQ)分野な
どの新しい知識やスキルを学ぶ、
企業の経営者層及び実務者向け
のオーダーメイド型の研修プログ
ラムを拡充する。
また、データ駆動型社会でのキャ
リアチェンジやキャリアアップを目
指す社会人の特性に合わせて情
報・数理・データサイエンス・AI・量
子技術(IMDAQ)分野の基礎と実
践を対面とオンラインを組み合わ
せた社会人向けICT人材育成プロ
グラムを開発し、実施する。

○実績（H28～H30）
平均124名/年

○目標（R４～R９の間に1
度）　1.25倍
155名/年

(6) 学生の海外派遣の拡大や、優秀な
留学生の獲得と卒業・修了後の
ネットワーク化、海外の大学と連携
した国際的な教育プログラムの提
供等により、異なる価値観に触れ、
国際感覚を持った人材を養成す
る。

15 高度な専門性と国際感覚を備え
たグローバル人材養成を推進す
るため、遠隔で行う留学プログラ
ムの開発や、海外協定校などと
連携した国際協働プログラムの拡
充を行うとともに、留学ポータル
サイトの設置、情報冊子など留学
希望学生への情報提供を強化す
る。
加えて、海外留学を推進するため
留学で取得した単位認定制度の
見直し、海外から本学授業をオン
ライン受講できる制度の導入等、
教育課程の改善を行うなどの施
策により、学生の海外派遣の機
会を増やす環境整備を行う。

15-1 国際協働プログラムの拡
充、留学希望学生への情報
提供強化、教育課程の改善
など、留学しやすい環境の
整備を行うことにより、派遣
留学生数を第３期中期目標
期間（新型コロナウイルス感
染症の影響を受けていない
平成28年度～平成30年度）
実績の平均値に比して1.25
倍以上とする。

〇派遣留学生数：93名
　内訳
　・交換留学：8名
　・語学留学：41名（夏23名、春18
名）
　・国際インターンシップ（インド含
む）：26名
　・ポズナン工科大学交流プロジェク
ト：2名
　・その他：16名

R4：51名
R5：72名
R6：70名

○EUからのファンドを得て、ポズナン工
科大学（ポーランド）との交流プロジェク
トに採択。今年度後期より、実施してい
る（派遣受入合わせて、2年間で、博士
24名、修士76名）
〇JICA海外協力隊連携派遣をメキシコ
国立工科大学と実施中。また、JICA新
規事業である科学技術協力隊（タイ）が
採択。
〇NY大学ビンガムトン校とのダブル
ディグリープログラム（修士レベル）の
実施に向けて協定を締結した。
○ミラノ・ビコッカ大学（イタリア）とのダ
ブル・ディグリープログラム（博士課程）
の実施に向け協定書の文案調整中。
○世界展開力事業（インド）に採択（5年
間で派遣60名、受入60名（オンラインお
よびハイブリッド含む））。
〇国際インターンシップについて、デザ
イン思考・データサイエンス（D×２）プロ
グラムにおいて米国、ヨーロッパ、中国
等に学生を派遣している。
○新たに8校と国際交流協定/学生交
流覚書を締結し、学生の派遣先を拡充
した。
　アジア：　大邱大学（韓国・協定および
覚書）、順天郷大学校（韓国・協定およ
び覚書）、国立雲林科技大学（台湾・協
定および覚書）、コンケン大学（タイ・協
定）、ドクターヤンガズカレッジ（協定お
よび覚書）
　ヨーロッパ：　ポズナン工科大学（ポー
ランド・協定および覚書）、ミラノ工科大
学
　アフリカ：チュニス・エル・マナール大
学（チュニジア・協定）

(教務課)※9月末と同様
○学域学生が留学しやすい環境整備と
して、留学による留年のリスクを低減さ
せるため、学域において卒業研究着手
の要件としている専門実験の単位修得
について一部の類において未修得で
あっても卒業研究着手を可能とするよう
弾力化する制度を設けている。
○大学院情報理工学研究科教育委員
会において、留学生への英語科目の充
実と、ダブルディグリープログラム等の
長期派遣留学生への学修支援を目的
として、大学院科目担当教員を対象
に、オンデマンド教材等を活用した遠隔
での履修や、英語による受講の可否に
ついて、アンケートを実施した。

国際協働プログラムの拡充、留学希
望学生への情報提供強化、教育課
程の改善など留学しやすい環境の
充実により、派遣留学生数を第３期
中期目標期間（新型コロナウイルス
感染症の影響を受けていない平成
28年度～平成30年度）実績の平均
値に比して1.25倍（155名）以上とす
る。
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中期
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No.

中期
計画

中期計画
No.

評価
指標

評価指標

【数値目標】
基準値
及び

第４期目標値

令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

○実績（H28～H30）
平均124名/年

○目標（R４～R９の間に1
度）　1.25倍
155名/年

(6) 学生の海外派遣の拡大や、優秀な
留学生の獲得と卒業・修了後の
ネットワーク化、海外の大学と連携
した国際的な教育プログラムの提
供等により、異なる価値観に触れ、
国際感覚を持った人材を養成す
る。

15 高度な専門性と国際感覚を備え
たグローバル人材養成を推進す
るため、遠隔で行う留学プログラ
ムの開発や、海外協定校などと
連携した国際協働プログラムの拡
充を行うとともに、留学ポータル
サイトの設置、情報冊子など留学
希望学生への情報提供を強化す
る。
加えて、海外留学を推進するため
留学で取得した単位認定制度の
見直し、海外から本学授業をオン
ライン受講できる制度の導入等、
教育課程の改善を行うなどの施
策により、学生の海外派遣の機
会を増やす環境整備を行う。

15-1 国際協働プログラムの拡
充、留学希望学生への情報
提供強化、教育課程の改善
など、留学しやすい環境の
整備を行うことにより、派遣
留学生数を第３期中期目標
期間（新型コロナウイルス感
染症の影響を受けていない
平成28年度～平成30年度）
実績の平均値に比して1.25
倍以上とする。

16 優秀な留学生を獲得するため、英
語だけで修了できる大学院教育
プログラム及び外部財団の奨学
金の獲得に加え、本学独自の経
済的支援制度などを構築するとと
もに、教員・学生（チューター）・事
務職員等でチームとなり受入れ留
学生をサポートする体制を強化す
るなど、留学生の受入れ環境を充
実させる。
また、国内外の留学フェア等に参
加するとともに、留学生向けの情
報を提供するポータルサイトを構
築し広報活動を行う。

16-1 英語だけで修了できる大学
院教育プログラムの構築や
受入れ留学生向けポータル
サイトの構築等により留学生
の受入れ環境を充実させ、
受入れ留学生数を第３期中
期目標期間（新型コロナウイ
ルス感染症の影響を受けて
いない平成28年度～平成30
年度）実績の平均値に比し
て1.15倍以上とする。

○実績（H28～H30）
平均278名/年

○目標（R４～R９の間に1
度）　1.15倍
320名/年

〇派遣留学生数：93名
　内訳
　・交換留学：8名
　・語学留学：41名（夏23名、春18
名）
　・国際インターンシップ（インド含
む）：26名
　・ポズナン工科大学交流プロジェク
ト：2名
　・その他：16名

R4：51名
R5：72名
R6：70名

○EUからのファンドを得て、ポズナン工
科大学（ポーランド）との交流プロジェク
トに採択。今年度後期より、実施してい
る（派遣受入合わせて、2年間で、博士
24名、修士76名）
〇JICA海外協力隊連携派遣をメキシコ
国立工科大学と実施中。また、JICA新
規事業である科学技術協力隊（タイ）が
採択。
〇NY大学ビンガムトン校とのダブル
ディグリープログラム（修士レベル）の
実施に向けて協定を締結した。
○ミラノ・ビコッカ大学（イタリア）とのダ
ブル・ディグリープログラム（博士課程）
の実施に向け協定書の文案調整中。
○世界展開力事業（インド）に採択（5年
間で派遣60名、受入60名（オンラインお
よびハイブリッド含む））。
〇国際インターンシップについて、デザ
イン思考・データサイエンス（D×２）プロ
グラムにおいて米国、ヨーロッパ、中国
等に学生を派遣している。
○新たに8校と国際交流協定/学生交
流覚書を締結し、学生の派遣先を拡充
した。
　アジア：　大邱大学（韓国・協定および
覚書）、順天郷大学校（韓国・協定およ
び覚書）、国立雲林科技大学（台湾・協
定および覚書）、コンケン大学（タイ・協
定）、ドクターヤンガズカレッジ（協定お
よび覚書）
　ヨーロッパ：　ポズナン工科大学（ポー
ランド・協定および覚書）、ミラノ工科大
学
　アフリカ：チュニス・エル・マナール大
学（チュニジア・協定）

(教務課)※9月末と同様
○学域学生が留学しやすい環境整備と
して、留学による留年のリスクを低減さ
せるため、学域において卒業研究着手
の要件としている専門実験の単位修得
について一部の類において未修得で
あっても卒業研究着手を可能とするよう
弾力化する制度を設けている。
○大学院情報理工学研究科教育委員
会において、留学生への英語科目の充
実と、ダブルディグリープログラム等の
長期派遣留学生への学修支援を目的
として、大学院科目担当教員を対象
に、オンデマンド教材等を活用した遠隔
での履修や、英語による受講の可否に
ついて、アンケートを実施した。

国際協働プログラムの拡充、留学希
望学生への情報提供強化、教育課
程の改善など留学しやすい環境の
充実により、派遣留学生数を第３期
中期目標期間（新型コロナウイルス
感染症の影響を受けていない平成
28年度～平成30年度）実績の平均
値に比して1.25倍（155名）以上とす
る。

〇R7年度末）　受入留学生数：368
名
　内訳
　・学域：61名　（前年53名）
　・博士前期課程：92名　（前年84
名）
　・博士後期課程：120名　（前年113
名）
　・研究生：50名　（前年35名）
　・短期交換留学生：27名　（前年19
名）
　・その他：18名　（前年12名）

R4：317名
R5：311名
R6：316名

○2026年度国費外国人留学生特別プ
ログラム（博士6名、修士2名）の継続申
請が採択された。
○受入れ留学生向けポータルサイトの
情報更新、各種奨学金の案内、応募の
サポートを行うなど、留学生の受入れ
環境整備に努めた。
○EUからのファンドを得て、ポズナン工
科大学（ポーランド）との交流プロジェク
トに採択。今年度後期より、実施予定
（派遣受入合わせて、2年間で、博士24
名、修士76名）
○レクイドン技術大学（ベトナム）からの
学生受入れ（毎年2名を学域に入学。ベ
トナム側が学費・生活費をすべて負担）
について、協定を締結。2027年度から
の受入を開始する予定。
○ミラノ・ビコッカ大学（イタリア）とのダ
ブル・ディグリープログラム（博士課程）
の実施に向けて同大学と協議中。
○2025年度世界展開力事業（インド）に
採択（5年間で派遣60名、受入60名（オ
ンラインおよびハイブリッド含む））。
○留学生数を増加するため、新たに8
校と国際交流協定/学生交流覚書を締
結し、学生の派遣先を拡充した。
　アジア：　大邱大学（韓国・協定および
覚書）、順天郷大学校（韓国・協定およ
び覚書）、国立雲林科技大学（台湾・協
定および覚書）、コンケン大学（タイ・協
定）、ドクターヤンガズカレッジ（協定お
よび覚書）
　ヨーロッパ：　ポズナン工科大学（ポー
ランド・協定および覚書）、ミラノ工科大
学
　アフリカ：チュニス・エル・マナール大
学（チュニジア・協定）

(教務課)
○英語だけで修了できる科目構成の更
なる充実のため、大学院科目の担当教
員を対象として、オンデマンド教材等を
活用した遠隔での履修や、英語による
受講の可否について、アンケートを行っ
た。更に、アンケート結果を踏まえ、講
義言語、資料言語、受講方法等の詳細
を可視化した英語で開講する科目のリ
ストの改訂を行った。
また、授業資料に英語字幕の導入する
方法について検討を行った。
○学生への掲示の英語併記を進めると
ともに、規程を改正し、学位申請書類の
英文様式を追加した。

英語だけで修了できる大学院教育プ
ログラムのさらなる拡充、受入れ留
学生向けポータルサイトの構築など
留学生の受入れ環境の充実により、
受入れ留学生数を第３期中期目標
期間（新型コロナウイルス感染症の
影響を受けていない平成28年度～
平成30年度）実績の平均値に比して
1.15倍（320名）以上とする。
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中期目標
No.
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計画

中期計画
No.
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指標

評価指標

【数値目標】
基準値
及び

第４期目標値

令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

17-1 国際アンバサダーの人数を
第４期中期目標期間最終年
度までに、令和２年度末に比
して、２倍以上とする。

○実績（R２年度末）
４名

○目標（R９年度末）　２倍
８名

国際的ネットワークを強化し、協定校
との連携を促進するため、国際アン
バサダーの人数を令和2年度末に比
して2倍以上とする。

国際アンバサダー数：10名
　内訳
　　・ベトナム4名
　　・タイ1名
　　・バングラデシュ1名
　　・ペルー1名
　　・台湾1名
　　・中国2名

R4：５名（目標４名）
R5：４名（目標５名）
R6：６名（目標４名）

海外で活躍する同窓生に対し、国際ア
ンバサダーの制度について周知し、新
たに5名が国際アンバサダーに就任し
た。（1名が任期満了により、2024年度
末をもって退任）。国際アンバサダーの
活躍により、本学の短期留学プログラ
ムや正規課程への学生受け入れに結
び付くなど、着実な成果が出ている。

(6) 学生の海外派遣の拡大や、優秀な
留学生の獲得と卒業・修了後の
ネットワーク化、海外の大学と連携
した国際的な教育プログラムの提
供等により、異なる価値観に触れ、
国際感覚を持った人材を養成す
る。

16 優秀な留学生を獲得するため、英
語だけで修了できる大学院教育
プログラム及び外部財団の奨学
金の獲得に加え、本学独自の経
済的支援制度などを構築するとと
もに、教員・学生（チューター）・事
務職員等でチームとなり受入れ留
学生をサポートする体制を強化す
るなど、留学生の受入れ環境を充
実させる。
また、国内外の留学フェア等に参
加するとともに、留学生向けの情
報を提供するポータルサイトを構
築し広報活動を行う。

16-1 英語だけで修了できる大学
院教育プログラムの構築や
受入れ留学生向けポータル
サイトの構築等により留学生
の受入れ環境を充実させ、
受入れ留学生数を第３期中
期目標期間（新型コロナウイ
ルス感染症の影響を受けて
いない平成28年度～平成30
年度）実績の平均値に比し
て1.15倍以上とする。

○実績（H28～H30）
平均278名/年

○目標（R４～R９の間に1
度）　1.15倍
320名/年

17 国費外国人留学生の優先配置を
行う特別プログラム
（MICH/AiQuSci）を活用し、優秀
な留学生を受入れ、日本人学生
との共修などの拡充に加え、同窓
生による国際アンバサダーや同
窓会組織などの活用により、留学
期間中・留学後の国際的ネット
ワークを強化する。またASEAN教
育研究支援センターなどの海外
拠点を活用し、現地協定校と共催
するセミナーの拡大や留学生募
集のための広報活動を実施する
ことにより、海外協定校との連携
の強化を図る。

〇R7年度末）　受入留学生数：368
名
　内訳
　・学域：61名　（前年53名）
　・博士前期課程：92名　（前年84
名）
　・博士後期課程：120名　（前年113
名）
　・研究生：50名　（前年35名）
　・短期交換留学生：27名　（前年19
名）
　・その他：18名　（前年12名）

R4：317名
R5：311名
R6：316名

○2026年度国費外国人留学生特別プ
ログラム（博士6名、修士2名）の継続申
請が採択された。
○受入れ留学生向けポータルサイトの
情報更新、各種奨学金の案内、応募の
サポートを行うなど、留学生の受入れ
環境整備に努めた。
○EUからのファンドを得て、ポズナン工
科大学（ポーランド）との交流プロジェク
トに採択。今年度後期より、実施予定
（派遣受入合わせて、2年間で、博士24
名、修士76名）
○レクイドン技術大学（ベトナム）からの
学生受入れ（毎年2名を学域に入学。ベ
トナム側が学費・生活費をすべて負担）
について、協定を締結。2027年度から
の受入を開始する予定。
○ミラノ・ビコッカ大学（イタリア）とのダ
ブル・ディグリープログラム（博士課程）
の実施に向けて同大学と協議中。
○2025年度世界展開力事業（インド）に
採択（5年間で派遣60名、受入60名（オ
ンラインおよびハイブリッド含む））。
○留学生数を増加するため、新たに8
校と国際交流協定/学生交流覚書を締
結し、学生の派遣先を拡充した。
　アジア：　大邱大学（韓国・協定および
覚書）、順天郷大学校（韓国・協定およ
び覚書）、国立雲林科技大学（台湾・協
定および覚書）、コンケン大学（タイ・協
定）、ドクターヤンガズカレッジ（協定お
よび覚書）
　ヨーロッパ：　ポズナン工科大学（ポー
ランド・協定および覚書）、ミラノ工科大
学
　アフリカ：チュニス・エル・マナール大
学（チュニジア・協定）

(教務課)
○英語だけで修了できる科目構成の更
なる充実のため、大学院科目の担当教
員を対象として、オンデマンド教材等を
活用した遠隔での履修や、英語による
受講の可否について、アンケートを行っ
た。更に、アンケート結果を踏まえ、講
義言語、資料言語、受講方法等の詳細
を可視化した英語で開講する科目のリ
ストの改訂を行った。
また、授業資料に英語字幕の導入する
方法について検討を行った。
○学生への掲示の英語併記を進めると
ともに、規程を改正し、学位申請書類の
英文様式を追加した。

英語だけで修了できる大学院教育プ
ログラムのさらなる拡充、受入れ留
学生向けポータルサイトの構築など
留学生の受入れ環境の充実により、
受入れ留学生数を第３期中期目標
期間（新型コロナウイルス感染症の
影響を受けていない平成28年度～
平成30年度）実績の平均値に比して
1.15倍（320名）以上とする。
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(6) 学生の海外派遣の拡大や、優秀な
留学生の獲得と卒業・修了後の
ネットワーク化、海外の大学と連携
した国際的な教育プログラムの提
供等により、異なる価値観に触れ、
国際感覚を持った人材を養成す
る。

17 国費外国人留学生の優先配置を
行う特別プログラム
（MICH/AiQuSci）を活用し、優秀
な留学生を受入れ、日本人学生
との共修などの拡充に加え、同窓
生による国際アンバサダーや同
窓会組織などの活用により、留学
期間中・留学後の国際的ネット
ワークを強化する。またASEAN教
育研究支援センターなどの海外
拠点を活用し、現地協定校と共催
するセミナーの拡大や留学生募
集のための広報活動を実施する
ことにより、海外協定校との連携
の強化を図る。

17-2 海外協定校と共催するセミ
ナー等の内容の見直しを行
い、そのセミナー等の参加者
合計数を第３期中期目標期
間実績の平均値に比して増
加させる。

○実績（H28～R３）
平均80名/年

○目標（R４～R９）
平均80名超/年

【学術交流係】
〇海外協定校等と共催するセミナー
参加者数：449名
内訳
　　①セミナー名：「The 7th ASEAN
UEC WS for Informatics and
Engineering, 2025」及び「The 12th
UEC Seminar in ASEAN, 2025」
参加者数：201名
　　②セミナー名：「International
Scientific Exchange Seminar」（in
Poland Day)　参加者数：67名
　　③国際学会名：「Advanced
Concepts for Intelligent Vision
Systems 2025」　　参加者数：55名
　　④セミナー名：「Trans Pacific
Symposium on Advanced Science
and Engineering 2025 in Wellington」
参加者数：30名
　　⑤セミナー名：「Japan-India
Academic Exchange Kick-off
Symposium（2026/3/6）」参加者60名
　⑥セミナー名：第３回UEC-SAARC
シンポジウム　参加者36名（3/10宮
本先生に依頼）を追記
R4：172名
R5：241名
R6：287名

R4-7：（累計）1,149名→（平均）287
名

海外協定校と共催するセミナー、シンポ
ジウム及び国際学会(ACIVS)を開催し
た。
①セミナー名：「The 7th ASEAN UEC
WS for Informatics and Engineering,
2025」及び「The 12th UEC Seminar in
ASEAN, 2025」【日程：2025年9月6日
（土）～7日（日）】　　開催方法：対面
（Burapha University (BUU)（タイ））及び
オンラインによるハイブリッド形式、参
加者数：201名　参加国：日本、タイ、ベ
トナム、インドネシアなどASEAN諸国
②セミナー名：「International Scientific
Exchange Seminar」（in Poland Day)
　【日程：2025年5月9日（金）】　　開催
方法：対面（会場：電通大）
　参加者数：67名　　　参加国：日本、
ポーランド
③国際学会名：「Advanced Concepts
for Intelligent Vision Systems
2025(ACIVS)」の共催　【日程：2025年7
月28日（月）～30日（水）】
　開催方法：対面（会場：電通大）及び
オンラインのハイブリッド
　参加者数：55名　　　参加国：日本、
ニュージーランド、ハンガリー、フラン
ス、オーストラリア他
④セミナー名：「Trans Pacific
Symposium on Advanced Science and
Engineering 2025 in Wellington」【日程：
2025年11月18日（火）】
　開催方法：対面（会場：ビクトリア大学
ウェリントン校）及びオンラインのハイブ
リッド　　　参加者数：30名　　　参加国：
日本、ニュージーランド
⑤セミナー名：「Japan-India Academic
Exchange Kick-off Symposium」【日程：
2026年3月6日(金）】　開催方法：対面
（会場UEC e-Nexus)およびオンライン
のハイブリッド　参加者60名　参加国：
日本、インド
⑥セミナー名：第３回UEC-SAARCシン
ポジウム　　【日程：2025年12月３日
（水）～４日（木）】　開催方法：対面（電
通大）及びオンラインのハイブリッド
参加者数36名　　参加国：日本、イン
ド、パキスタン

海外協定校と共催するセミナー等の
参加者数について、第３期中期目標
期間実績の平均値に比して増加さ
せる。
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(6) 学生の海外派遣の拡大や、優秀な
留学生の獲得と卒業・修了後の
ネットワーク化、海外の大学と連携
した国際的な教育プログラムの提
供等により、異なる価値観に触れ、
国際感覚を持った人材を養成す
る。

18 学内において学生のみならず教
職員が日常的に国際感覚を培う
ため、国際デイなどの国際イベン
ト、学生国際交流ボランティア、交
流研修等の拡充など、学生や教
職員など誰でも参加できる異文化
交流の機会を増やす。加えて英
語で履修できる科目の拡充によ
り、日本人学生と留学生との共修
の機会を増やす。

18-1 国際イベント、学生国際ボラ
ンティア、英語で履修する授
業等の数を、それぞれにお
いて、第３期中期目標期間
実績の平均値に比して増加
させる。

○実績（H28～R３）
・国際イベント実施回数
　平均0.8回/年
・学生国際ボランティア数
　平均28 名/年
・英語で履修する授業科
目数
 学域：平均24科目/年
 大学院：平均7.8科目/年

○目標（R４～R９）
・国際イベント実施回数
　平均１ 回/年超
・学生国際ボランティア学
生数
　平均28 名/年超
・英語で履修する授業科
目数
学域：平均24科目超/年
大学院：平均8科目超/年

【留学生交流係、学術交流係、国際
企画係】
〇国際イベント実施回数：３回
〇学生国際ボランティア学生数：84
名

（教務課）
【学域教務係案】（英語で履修できる
授業科目数）※9月末と同様
（学域）
国際科目　23科目
西東京三大学英語化科目　3科目
 　　　　　　　　　　　　　　　　計26科目

（大学院　修正なし）
英語で履修する授業科目数(大学
院：75（SUS専攻6科目含む）)

R4
　国際イベント実施回数：２回
　学生国際ボランティア学生数：101
名
　英語で履修する授業科目数(学域：
24、大学院：14)
R5
　国際イベント実施回数：４回
　学生国際ボランティア学生数：100
名
　英語で履修する授業科目数(学域：
23、大学院：13（ＳＵＳ専攻6科目含
む）)
R6
  国際イベント実施回数：３回
  学生国際ボランティア学生数：82名
  英語で履修する授業科目数(学域：
28、大学院：78（SUS専攻6科目含
む）)

下記の通り、異文化交流の機会を提供
するため教職員・学生を対象とする国
際イベントの実施や学生による国際ボ
ランティア活動を実践した。
〇国際イベント
　①International Day
　　日程：2025年5月10日（土）、
開催方法：対面（B棟地下教室）
　②Discovering Polish Traditions （in
Poland Day)
　　日程：2025年5月9日（金）、　　　　開
催方法：対面（コミュニケーション広場）
　③IEC Forum on the
Internationalization of UEC
　　日程：（予定）2025年11月7日（金）
〇学生国際ボランティア
　・ランゲージパートナー：52名
　　日本人学生と留学生が小グループ
を組み、勉学を共にしたり、プライベート
で交流を深めあう取組。
　・International Day学生ボランティア：
24名
　・学生留学アンバサダー：採用8名（活
動5名）
　学生国際交流ボランティアとして、「学
生留学アンバサダー」８名を採用した。
うち1名は、電気通信大学の国際化お
よび海外留学を促進することを目的とし
て、国際教育センターの公認学生留学
アンバサダーSNSアカウントを利用し、
メッセージやコンテンツを発信している。
うち３名は、学生主催の留学促進イベ
ント「留学カフェ」の運営及びその他の
広報活動に参画している。うち1名は、
留学情報交換・コミュニケーションプラッ
トフォーム「Ryugakutalk」を構築した。他
3名については、ボランティア活動のタ
イミングが合わず、結果的に今年度は
活動参加を見送った。

西東京三大学の英語化科目について、
教育委員会を通じ、追加可能な科目の
検討を、各部局へ依頼した。

大学院では、英語だけで修了できる科
目構成の更なる充実のため、、大学院
科目担当教員を対象に、オンデマンド
教材等を活用した遠隔での履修や、英
語による受講の可否について、アン
ケートを実施した。更に、アンケート結
果を踏まえ、講義言語、資料言語、受
講方法等の詳細を可視化した英語で開
講する科目のリストの改訂を行った。

国際イベント、学生国際ボランティ
ア、英語で履修する授業等の数を第
３期中期目標期間実績の平均値に
比して増加させる。
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3 研究 3 研究に関する目標を達成するための措置

本学の強みである情報、工学、自
然科学等の諸分野の基礎研究へ
の資源を確保し、研究者の自由
な発想に基づく学術研究の多様
性を広げつつ、卓越性を持つ研
究分野への重点的な資金配分、
人員配置を行う。また、無線通信
のための基盤技術等、本学が今
後も継承・発展すべき諸分野につ
いても資源の配分を行う。

19-1 基礎研究に対する安定的な
資源の配分及び卓越性を持
つ研究分野への戦略的かつ
重点的な資金配分及び人員
配置を行うこと等により、本
学の全分野の研究力（「論文
数累計」、「国際共著論文
率」、「TOP10％論文率」）を
第３期中期目標期間実績に
比して約1.1倍以上、特に世
界水準の研究力を持つ分野
の研究力（「国際共著論文
率」、「TOP10％論文率」）を
約1.2倍以上とする。（再掲）

○実績（H28～R２）
累計・総計に基づいた論
文率
・論文数累計　3,342本
・国際共著論文率　39.4％
・TOP10％論文率　7.7％

○目標（R４～R８）
累計・総計に基づいた論
文率
＜全分野＞1.1倍
・論文数累計　3,676本
・国際共著論文率
43.34％
・TOP10％論文率　8.47％

＜世界水準＞1.2倍
総計に基づいた論文率
・国際共著論文率
47.28％
・TOP10％論文率　9.24％

研究力向上を目指し、戦略的かつ重
点的な資金配分及び人員配置を行
うこと等により、本学の論文数を736
本、国際共著論文率を43.34%、
TOP10％論文率を8.47%以上とする。
世界水準の研究力を持つ分野を令
和６年実績により令和７年度に決定
する。（再掲）

（3-3再掲）
○研究活性化支援システムの若手論
文投稿支援、国際共著論文投稿支援
制度により以下の支援を実施した。
　　若手論文投稿支援　14件
　　国際共著論文投稿支援　３件
○世界水準の研究力を持つ分野につ
いて、IR室と連携しInCitesの分野別統
計データ等をもとに検証を進めた結果、
本学において共創進化スマート社会の
実現を支える重点分野であり、日本や
世界と比較しても各種の指標から本学
が国際的に強い影響力をもちうる分野
として「COMPUTER SCIENCE,
INFORMATION SYSTEMS」と決定し
た。

(1) 真理の探究、基本原理の解明や
新たな発見を目指した基礎研究と
個々の研究者の内在的動機に基
づいて行われる学術研究の卓越
性と多様性を強化する。併せて、
時代の変化に依らず、継承・発展
すべき学問分野に対して必要な資
源を確保する。

19 （3-3再掲）
【令和７年の単年データ
（2026.2.26dataset）】
○全分野
　・論文数　648本（目標736本）
　・国際共著論文率　46.6％（目標
43.34%）
　・TOP10％論文率　7.72％（目標
8.47%）
○世界水準の研究力を持つ分野
　・国際共著論文率　85.19％
　・TOP10％論文率　40.74％

【R４～R７のデータ
（2026.2.26dataset）】
○全分野
　・論文数　2636本（R４～R８目標
3676本）
　・国際共著論文率　46.6％（目標
43.34%）
　・TOP10％論文率　8.00％（目標
9.24%）
○世界水準の研究力を持つ分野
　・国際共著論文率　54.34％（目標
47.28%）
　・TOP10％論文率　19.65％（目標
9.24%）

○学内構成員の相互理解を深め異分
野融合につなげていくため、学内連携
の場を創設した。
　・COMPASS@slack
　　：SNSを活用した日常的な気軽な情
報交換や公募情報・イベント情報の提
供。
　　　登録メンバー158名
  ・COMPASS meetup
　　：学内プレゼンターによる最近の研
究紹介や話題提供。昼休みにzoomに
よる遠隔開催を2022年度よりスタートし
た。今年度は７回【６/11、７/15、10/８、
12/３、１/27、２/24、３/24】開催した。
○　「研究インテグレーター(RIer)となり
得る若手研究者の発掘・育成を目的と
して、任期付助教を対象とした「UEC 若
手研究者キャリア形成支援」を研究活
性化支援システムのプログラムの一つ
として令和５年度に設け、令和６年度に
続き今年度も以下のとおり支援を行っ
ている。なお、教員の需要に応えるべ
く、令和７年度より論文投稿支援を開始
した。
　　研究費支援：７件
　　国際会議研究発表等派遣支援：２件
　　論文投稿支援：２件
○国立天文台とのマッチングファンド型
共同研究事業の実施
研究開発の連携協力を発展させるため
の国立天文台とのマッチングファンド型
共同研究事業を令和６年度に続いて実
施した。両機関において公募を行い、
採択された５つの組織連携プロジェクト
が８月から共同研究を実施し、令和８年
３月27日に成果報告会を行った。
○J-PEAKS事業予算を活用し、異分野
連携による研究力の相乗的な向上と新
たな学際的研究の創出ならびに次世代
を担う研究リーダーの育成等を行うこと
を目的とした「UEC 戦略的拠点育成プ
ログラム（UEC-SHIP）」を新たに立ち上
げた。学内のみならず他機関研究者と
の連携も含めた独創的かつ意欲的な５
つのプロジェクトが８月より活動を開始
した。

(2) 地域から地球規模に至る社会課題
を解決し、より良い社会の実現に
寄与するため、研究により得られ
た科学的理論や基礎的知見の現
実社会での実践に向けた研究開
発を進め、社会変革につながるイ
ノベーションの創出を目指す。

20 主たる専門分野の卓越性を基
に、異なる分野の研究者を巻き込
むことで新たな分野を創出し、イノ
ベーション創出の牽引役となる人
材（研究インテグレータ：RIer（ｱｰ
ﾙｱｲﾔｰ））を育成、輩出する仕組
みを構築する。また、既存の枠組
みにとらわれず、イノベーション創
出のために専攻や研究センター
をまたがる異分野連携を支援し、
カーボンニュートラルやSDGs等の
社会的課題の解決につながる研
究成果の社会的活用を促進す
る。

20-1 研究インテグレータ（RIer）を
育成する新たな仕組みを構
築し、異分野融合研究を創
出する。

研究インテグレータ（RIer）を育成、
輩出し、異分野融合研究を推進す
る。
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No.

中期
計画

中期計画
No.
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【数値目標】
基準値
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第４期目標値

令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

20-2 カーボンニュートラルや
SDGs等の社会的課題の解
決につながる共同研究数累
計を第３期中期目標期間実
績に比して約1.1倍以上とす
る。

○実績（H28～R３）
累計1,020件

○目標（R４～R９） 1.1倍
累計1,100件

社会的課題の解決につながるよう研
究成果を活用し、民間企業との共同
研究を205件以上実施する。

【自己評価：B】

民間企業以外との共同研究（有償・
無償）も含む
R７：214件実施

R４：192件（目標240件）
R５：187件（目標240件）
R６：200件（目標250件）

R4-7：793件

○令和８年３月５日時点で東証プライム
上場企業を含む121社が企業会員（プ
ライム会員総数は個人会員３名を含め
て124社）となっており、これらの会員企
業とのマッチングを推進する更なる
サービス検討を予定している。
○産学官連携センター内に新たに地域
連携推進室を設置し、本学と地域にお
ける産学官連携推進を図っているほ
か、同室が管理運営する新棟「e-
Nexus棟」を学内外の多様なステークホ
ルダーとの共創・連携を推進する拠点
として設置した。
○産学官連携センターが関与した共同
研究の額をみると、関与していない場
合と比べて１件あたりの平均契約額が
1.5倍程度大きいというデータもあり、引
き続き契約額の増額に向けてセンター
の関与率を高めていきたい。

○学内構成員の相互理解を深め異分
野融合につなげていくため、学内連携
の場を創設した。
　・COMPASS@slack
　　：SNSを活用した日常的な気軽な情
報交換や公募情報・イベント情報の提
供。
　　　登録メンバー158名
  ・COMPASS meetup
　　：学内プレゼンターによる最近の研
究紹介や話題提供。昼休みにzoomに
よる遠隔開催を2022年度よりスタートし
た。今年度は７回【６/11、７/15、10/８、
12/３、１/27、２/24、３/24】開催した。
○　「研究インテグレーター(RIer)となり
得る若手研究者の発掘・育成を目的と
して、任期付助教を対象とした「UEC 若
手研究者キャリア形成支援」を研究活
性化支援システムのプログラムの一つ
として令和５年度に設け、令和６年度に
続き今年度も以下のとおり支援を行っ
ている。なお、教員の需要に応えるべ
く、令和７年度より論文投稿支援を開始
した。
　　研究費支援：７件
　　国際会議研究発表等派遣支援：２件
　　論文投稿支援：２件
○国立天文台とのマッチングファンド型
共同研究事業の実施
研究開発の連携協力を発展させるため
の国立天文台とのマッチングファンド型
共同研究事業を令和６年度に続いて実
施した。両機関において公募を行い、
採択された５つの組織連携プロジェクト
が８月から共同研究を実施し、令和８年
３月27日に成果報告会を行った。
○J-PEAKS事業予算を活用し、異分野
連携による研究力の相乗的な向上と新
たな学際的研究の創出ならびに次世代
を担う研究リーダーの育成等を行うこと
を目的とした「UEC 戦略的拠点育成プ
ログラム（UEC-SHIP）」を新たに立ち上
げた。学内のみならず他機関研究者と
の連携も含めた独創的かつ意欲的な５
つのプロジェクトが８月より活動を開始
した。

(2) 地域から地球規模に至る社会課題
を解決し、より良い社会の実現に
寄与するため、研究により得られ
た科学的理論や基礎的知見の現
実社会での実践に向けた研究開
発を進め、社会変革につながるイ
ノベーションの創出を目指す。

20 主たる専門分野の卓越性を基
に、異なる分野の研究者を巻き込
むことで新たな分野を創出し、イノ
ベーション創出の牽引役となる人
材（研究インテグレータ：RIer（ｱｰ
ﾙｱｲﾔｰ））を育成、輩出する仕組
みを構築する。また、既存の枠組
みにとらわれず、イノベーション創
出のために専攻や研究センター
をまたがる異分野連携を支援し、
カーボンニュートラルやSDGs等の
社会的課題の解決につながる研
究成果の社会的活用を促進す
る。

20-1 研究インテグレータ（RIer）を
育成する新たな仕組みを構
築し、異分野融合研究を創
出する。

研究インテグレータ（RIer）を育成、
輩出し、異分野融合研究を推進す
る。
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令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

(2) 地域から地球規模に至る社会課題
を解決し、より良い社会の実現に
寄与するため、研究により得られ
た科学的理論や基礎的知見の現
実社会での実践に向けた研究開
発を進め、社会変革につながるイ
ノベーションの創出を目指す。

20 主たる専門分野の卓越性を基
に、異なる分野の研究者を巻き込
むことで新たな分野を創出し、イノ
ベーション創出の牽引役となる人
材（研究インテグレータ：RIer（ｱｰ
ﾙｱｲﾔｰ））を育成、輩出する仕組
みを構築する。また、既存の枠組
みにとらわれず、イノベーション創
出のために専攻や研究センター
をまたがる異分野連携を支援し、
カーボンニュートラルやSDGs等の
社会的課題の解決につながる研
究成果の社会的活用を促進す
る。

20-3 スマートシティ実現の課題及
び自治体特有の課題の解決
につながる研究成果数累計
を第３期中期目標期間実績
に比して約1.2倍以上とする。
（再掲）

○実績（H28～R３）
累計５件

○目標（R４～R９）1.2倍
累計６件

（4-1再掲）
スマートシティ実現の課題及び自治体
特有の課題の解決につながる研究成
果を下記の通り、３件創出した。

①「遊休温室を活用した地域産業創出
プロジェクト」（東京都と大学との共同事
業）
⇒本学、東京農工大学、東京外国語大
学、帝京大学の連携事業で、2025年度
の「東京都と大学との共同事業」に採
択。伊豆大島の火山性土壌と使われな
くなった温室を活用し、高付加価値作物
（特に胡椒）の安定生産・新規就農モデ
ル開発・地域産業のブランド化をめざす
取組を開始した。令和８年２月には、当
該プロジェクトの実績も踏まえて大島町
より包括的な協力関係構築の提案があ
り、相互の資源および学術研究成果等
の交流を促進し、活力ある地域社会の
創造、協働による地域の課題解決、人
財育成および相互の発展に資すること
を目的として包括連携協定を締結した。
②「コミュニケーション・バリアフリー事
業」(東京都 大学研究者による事業提
案制度)
⇒本学が代表機関となり、本学を含む
５大学・４企業の計９機関による共同提
案として、令和７年度から９年度までの
３年間、東京都福祉局が所管する事業
として令和７年度より取組を開始した。
AI および IoT 技術を活用し、きこえな
い人やきこえにくい人が日常生活にお
いて、不自由さを意識することなく社会
参画し、さらに支援する人の活動も支え
る対話型AI コミュニケーション・システ
ムの社会実装と普及・促進および持続
的な活動に向けた人材の確保と育成を
すすめる。
③「平常時データを活用した”分かりや
すく出せる・集められる”災害廃棄物マ
ネジメントの実証」（東京データプラット
フォーム（TDPF）ケーススタディ事業）
⇒本学、調布市、Borzoi AI社の企画提
案による、平常時のゴミ分別・収集プ
ラットフォーム等から得られる大規模
データを活用し、AIと位置情報の連携
による災害モード機能を構築すること
で、排出・収集・伝達の混乱を解消する
システムの実証事業が採択され、８月
より事業を開始した。令和８年２月に
は、この事業の一環として株式会社調
布清掃、株式会社吉野清掃を含む産学
官６者連携で排出・収集の防災モニ
ター訓練を実施した。

スマートシティ実現の課題及び自治
体特有の課題の解決につながる研
究成果を１件以上創出する。（再掲）

（4-1再掲）
３件創出（目標１件）

R４：２件（目標１件）
R５：２件（目標１件）
R６：３件（目標１件）

R4-7：10件
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第４期目標値

令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

(2) 地域から地球規模に至る社会課題
を解決し、より良い社会の実現に
寄与するため、研究により得られ
た科学的理論や基礎的知見の現
実社会での実践に向けた研究開
発を進め、社会変革につながるイ
ノベーションの創出を目指す。

20 主たる専門分野の卓越性を基
に、異なる分野の研究者を巻き込
むことで新たな分野を創出し、イノ
ベーション創出の牽引役となる人
材（研究インテグレータ：RIer（ｱｰ
ﾙｱｲﾔｰ））を育成、輩出する仕組
みを構築する。また、既存の枠組
みにとらわれず、イノベーション創
出のために専攻や研究センター
をまたがる異分野連携を支援し、
カーボンニュートラルやSDGs等の
社会的課題の解決につながる研
究成果の社会的活用を促進す
る。

20-3 スマートシティ実現の課題及
び自治体特有の課題の解決
につながる研究成果数累計
を第３期中期目標期間実績
に比して約1.2倍以上とする。
（再掲）

○実績（H28～R３）
累計５件

○目標（R４～R９）1.2倍
累計６件

20-4 異分野の研究者がイノベー
ション創出を活性化するため
の新たな研究交流支援の仕
組みや研究資金支援制度を
構築し、異分野連携の新た
な研究の実施状況について
外部有識者による検証を行
う。（再掲）

（4-1再掲）
スマートシティ実現の課題及び自治体
特有の課題の解決につながる研究成
果を下記の通り、３件創出した。

①「遊休温室を活用した地域産業創出
プロジェクト」（東京都と大学との共同事
業）
⇒本学、東京農工大学、東京外国語大
学、帝京大学の連携事業で、2025年度
の「東京都と大学との共同事業」に採
択。伊豆大島の火山性土壌と使われな
くなった温室を活用し、高付加価値作物
（特に胡椒）の安定生産・新規就農モデ
ル開発・地域産業のブランド化をめざす
取組を開始した。令和８年２月には、当
該プロジェクトの実績も踏まえて大島町
より包括的な協力関係構築の提案があ
り、相互の資源および学術研究成果等
の交流を促進し、活力ある地域社会の
創造、協働による地域の課題解決、人
財育成および相互の発展に資すること
を目的として包括連携協定を締結した。
②「コミュニケーション・バリアフリー事
業」(東京都 大学研究者による事業提
案制度)
⇒本学が代表機関となり、本学を含む
５大学・４企業の計９機関による共同提
案として、令和７年度から９年度までの
３年間、東京都福祉局が所管する事業
として令和７年度より取組を開始した。
AI および IoT 技術を活用し、きこえな
い人やきこえにくい人が日常生活にお
いて、不自由さを意識することなく社会
参画し、さらに支援する人の活動も支え
る対話型AI コミュニケーション・システ
ムの社会実装と普及・促進および持続
的な活動に向けた人材の確保と育成を
すすめる。
③「平常時データを活用した”分かりや
すく出せる・集められる”災害廃棄物マ
ネジメントの実証」（東京データプラット
フォーム（TDPF）ケーススタディ事業）
⇒本学、調布市、Borzoi AI社の企画提
案による、平常時のゴミ分別・収集プ
ラットフォーム等から得られる大規模
データを活用し、AIと位置情報の連携
による災害モード機能を構築すること
で、排出・収集・伝達の混乱を解消する
システムの実証事業が採択され、８月
より事業を開始した。令和８年２月に
は、この事業の一環として株式会社調
布清掃、株式会社吉野清掃を含む産学
官６者連携で排出・収集の防災モニ
ター訓練を実施した。

スマートシティ実現の課題及び自治
体特有の課題の解決につながる研
究成果を１件以上創出する。（再掲）

（4-1再掲）
３件創出（目標１件）

R４：２件（目標１件）
R５：２件（目標１件）
R６：３件（目標１件）

R4-7：10件

（3-2再掲）
○学内構成員の相互理解を深め異分
野融合につなげていくため、学内連携
の場を創設した。
　・COMPASS@slack
　　：SNSを活用した日常的な気軽な情
報交換や公募情報・イベント情報の提
供。
　　　登録メンバー158名
  ・COMPASS meetup
　　：学内プレゼンターによる最近の研
究紹介や話題提供。昼休みにzoomに
よる遠隔開催を2022年度よりスタートし
た。今年度は７回【６/11、７/15、10/８、
12/３、１/27、２/24、３/24】開催した。
○　「研究インテグレーター(RIer)となり
得る若手研究者の発掘・育成を目的と
して、任期付助教を対象とした「UEC 若
手研究者キャリア形成支援」を研究活
性化支援システムのプログラムの一つ
として令和５年度に設け、令和６年度に
続き今年度も以下のとおり支援を行っ
ている。なお、教員の需要に応えるべ
く、令和７年度より論文投稿支援を開始
した。
　　研究費支援：７件
　　国際会議研究発表等派遣支援：２件
　　論文投稿支援：２件
○国立天文台とのマッチングファンド型
共同研究事業の実施
研究開発の連携協力を発展させるため
の国立天文台とのマッチングファンド型
共同研究事業を令和６年度に続いて実
施した。両機関において公募を行い、
採択された５つの組織連携プロジェクト
が８月から共同研究を実施し、令和８年
３月27日に成果報告会を行った。
○J-PEAKS事業予算を活用し、異分野
連携による研究力の相乗的な向上と新
たな学際的研究の創出ならびに次世代
を担う研究リーダーの育成等を行うこと
を目的とした「UEC 戦略的拠点育成プ
ログラム（UEC-SHIP）」を新たに立ち上
げた。学内のみならず他機関研究者と
の連携も含めた独創的かつ意欲的な５
つのプロジェクトを８月に採択した。11
月には他のJ-PEAKS採択大学等のリ
エゾンが参加するサイトビジットを本学
で開催し、これら外部有識者を交えて
本プログラムの採択プロジェクトに関す
る検証・意見交換を実施した。
○異分野連携によるイノベーション創出
等、経営的・社会的価値の創出を推進
するためにURAが担うべき役割やその
人材像、活動の波及効果を最大化する
ための組織戦略等について議論するシ
ンポジウム「URA共創プラットフォーム
（CoPURA）」（第11回）を令和８年２月26
日に開催した。

異分野の研究者がイノベーション創
出を活性化するための新たな研究
交流支援の仕組み及び研究資金支
援制度により、イノベーション創出を
推進する。
また、異分野連携の新たな研究の実
施状況について外部有識者による
検証を行う。（再掲）
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中期計画
No.

評価
指標

評価指標

【数値目標】
基準値
及び

第４期目標値

令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

(2) 地域から地球規模に至る社会課題
を解決し、より良い社会の実現に
寄与するため、研究により得られ
た科学的理論や基礎的知見の現
実社会での実践に向けた研究開
発を進め、社会変革につながるイ
ノベーションの創出を目指す。

20 主たる専門分野の卓越性を基
に、異なる分野の研究者を巻き込
むことで新たな分野を創出し、イノ
ベーション創出の牽引役となる人
材（研究インテグレータ：RIer（ｱｰ
ﾙｱｲﾔｰ））を育成、輩出する仕組
みを構築する。また、既存の枠組
みにとらわれず、イノベーション創
出のために専攻や研究センター
をまたがる異分野連携を支援し、
カーボンニュートラルやSDGs等の
社会的課題の解決につながる研
究成果の社会的活用を促進す
る。

20-4 異分野の研究者がイノベー
ション創出を活性化するため
の新たな研究交流支援の仕
組みや研究資金支援制度を
構築し、異分野連携の新た
な研究の実施状況について
外部有識者による検証を行
う。（再掲）

（3-2再掲）
○学内構成員の相互理解を深め異分
野融合につなげていくため、学内連携
の場を創設した。
　・COMPASS@slack
　　：SNSを活用した日常的な気軽な情
報交換や公募情報・イベント情報の提
供。
　　　登録メンバー158名
  ・COMPASS meetup
　　：学内プレゼンターによる最近の研
究紹介や話題提供。昼休みにzoomに
よる遠隔開催を2022年度よりスタートし
た。今年度は７回【６/11、７/15、10/８、
12/３、１/27、２/24、３/24】開催した。
○　「研究インテグレーター(RIer)となり
得る若手研究者の発掘・育成を目的と
して、任期付助教を対象とした「UEC 若
手研究者キャリア形成支援」を研究活
性化支援システムのプログラムの一つ
として令和５年度に設け、令和６年度に
続き今年度も以下のとおり支援を行っ
ている。なお、教員の需要に応えるべ
く、令和７年度より論文投稿支援を開始
した。
　　研究費支援：７件
　　国際会議研究発表等派遣支援：２件
　　論文投稿支援：２件
○国立天文台とのマッチングファンド型
共同研究事業の実施
研究開発の連携協力を発展させるため
の国立天文台とのマッチングファンド型
共同研究事業を令和６年度に続いて実
施した。両機関において公募を行い、
採択された５つの組織連携プロジェクト
が８月から共同研究を実施し、令和８年
３月27日に成果報告会を行った。
○J-PEAKS事業予算を活用し、異分野
連携による研究力の相乗的な向上と新
たな学際的研究の創出ならびに次世代
を担う研究リーダーの育成等を行うこと
を目的とした「UEC 戦略的拠点育成プ
ログラム（UEC-SHIP）」を新たに立ち上
げた。学内のみならず他機関研究者と
の連携も含めた独創的かつ意欲的な５
つのプロジェクトを８月に採択した。11
月には他のJ-PEAKS採択大学等のリ
エゾンが参加するサイトビジットを本学
で開催し、これら外部有識者を交えて
本プログラムの採択プロジェクトに関す
る検証・意見交換を実施した。
○異分野連携によるイノベーション創出
等、経営的・社会的価値の創出を推進
するためにURAが担うべき役割やその
人材像、活動の波及効果を最大化する
ための組織戦略等について議論するシ
ンポジウム「URA共創プラットフォーム
（CoPURA）」（第11回）を令和８年２月26
日に開催した。

異分野の研究者がイノベーション創
出を活性化するための新たな研究
交流支援の仕組み及び研究資金支
援制度により、イノベーション創出を
推進する。
また、異分野連携の新たな研究の実
施状況について外部有識者による
検証を行う。（再掲）
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評価指標

【数値目標】
基準値
及び

第４期目標値

令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

20-5 ベンチャー企業の新規起業
数累計を第３期中期目標期
間実績に比して約1.1倍以上
とする。

○実績（H28～R３）
累計18社

○目標（R４～R９）1.1倍
累計19社

ベンチャー企業の新規起業数を３件
以上とする。

４社起業及び認定

R４：５社（目標３社）
R５：５社（目標３社）
R６：４社（目標３社）

R4-7：18社

○「U☆PoC」(書類応募数51チーム、書
類通過数26チーム、受賞数12チーム)
では今年度のコンテスト開催に際し、23
社から総額460万円の協賛を獲得し、
昨年度に続き過去最高の協賛社数なら
び協賛金額の実績を上げている。
○令和５年10月にSU共同機関として加
盟した「GTIE：ジータイ）」の資金により、
令和７年11月１日付けで２名の産学連
携コーディネーターが採用され、さらな
る大学発ベンチャーの創出を目指し、
技術シーズの事業化に興味のある研
究者及び学生を対象にGAPファンドの
応募等の支援拡充に寄与した。

(2) 地域から地球規模に至る社会課題
を解決し、より良い社会の実現に
寄与するため、研究により得られ
た科学的理論や基礎的知見の現
実社会での実践に向けた研究開
発を進め、社会変革につながるイ
ノベーションの創出を目指す。

20 主たる専門分野の卓越性を基
に、異なる分野の研究者を巻き込
むことで新たな分野を創出し、イノ
ベーション創出の牽引役となる人
材（研究インテグレータ：RIer（ｱｰ
ﾙｱｲﾔｰ））を育成、輩出する仕組
みを構築する。また、既存の枠組
みにとらわれず、イノベーション創
出のために専攻や研究センター
をまたがる異分野連携を支援し、
カーボンニュートラルやSDGs等の
社会的課題の解決につながる研
究成果の社会的活用を促進す
る。

21 新型コロナウイルス感染症対策
等の現代社会の諸課題の解決や
「共創進化スマート社会」の実現
に向け、学内に先端研究の実証・
実験空間の場を構築し、そこから
得られた成果を社会へ広く還元す
るとともに、教育研究環境の向上
に活用する。

21-1 先端研究の実証・実験空間
を２箇所以上構築し、当該空
間を教育研究活動へ活用す
る。さらには、その成果が実
証・実験等を通して社会へ還
元されたことが確認できるこ
と。

○実績（H28～R３）
なし

○目標（R９年度末）
２箇所

新たな先端研究の実証・実験空間を
構築する。
既に構築された当該空間を教育研
究活動へ活用し、活用結果を取りま
とめ検証・見直しを行う。

２箇所
・附属図書館（東３号館内）
・e-Nexus棟（東11号館）

○附属図書館Agora内に設置したCO２
/人感/温湿度照度センサーにより取
得・蓄積されたデータを、学生主体のプ
ロジェクト型科目「情報工学工房」へ提
供し、教育研究活動に活用した。その
結果、受講学生が混雑状況を予測する
アプリを構築するという実践的な教育
サイクルを実現した。また、Agora内の
センシングデータを共創進化スマート社
会実現推進機構へ提供し、本学ウェブ
サイトのUEC Liveにて、データ蓄積可
視化を行った。
さらに、附属図書館における学修環境
整備の一環として、円筒形太陽電池の
蓄電電力を利用したモバイルバッテ
リー貸出を行い、貸出・返却情報、バッ
テリー温度、電力使用量等の稼働デー
タを収集・分析した。これらのデータに
基づき、バッテリー劣化による更新コス
トの抑制と利用者の利便性を両立する
充電方策について検討を行った。

○J-PEAKS事業の中核的拠点施設と
して、「e-Nexus（イー・ネクサス）棟」を
竣工した 。本施設は、本学が有する広
範な科学技術を基盤とする先進エネル
ギー技術の研究と実証の拠点ならびに
全学横断的な研究の結節点（Nexus）と
して機能し、多様なステークホルダーと
の共創を促すことで社会実装を加速さ
せる戦略的拠点となることを目指してい
る。令和８年１月には、多数の本拠点形
成にかかわる関係機関や企業パート
ナー等の関係者を招致し竣工記念式
典を挙行した。
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令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

4 その他社会との共創、教育、研究
に関する重要事項

4 その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項に関する目標を達成するための措置

○実績（H28～R３）
累計24件

○目標（R４～R９）1.2倍
累計28件

(1) 国内外の大学や研究所、産業界
等との組織的な連携や個々の大
学の枠を越えた共同利用・共同研
究、教育関係共同利用等を推進す
ることにより、自らが有する教育研
究インフラの高度化や、単独の大
学では有し得ない人的・物的資源
の共有・融合による機能の強化・
拡張を図る。

22 研究大学コンソーシアムにおけ
る、URAの協働を効果的に進める
プラットフォームの構築に参加し、
本プラットフォームを活用して、
「ネットワーク型URA」の機能を強
化する。その橋渡しによる大学の
枠を超えた新たな組織連携プロ
ジェクトを拡充・強化するととも
に、教育研究で必要となるコンプ
ライアンス（安全保障輸出管理
等）の機関をまたがる共同運営体
制を構築する。

22-1 組織連携プロジェクトの新規
立ち上げ数累計を第３期中
期目標期間実績に比して約
1.2倍以上とする。

７件立ち上げ（目標値５件）

R４：３件（目標値５件）
R５：10件（目標値５件）
R６：７件（目標値５件）

R4-7：27件

大学の枠を超えた新たな組織連携プロ
ジェクトを下記の通り、７件立ち上げた。

①研究開発の連携協力を発展させるた
めの国立天文台とのマッチングファンド
型共同研究事業を令和６年度に続いて
実施した。両機関において公募を行
い、採択された５つの組織連携プロジェ
クトが８月から共同研究を実施し、令和
８年３月27日に成果報告会を行った。
・「電波天文学と電離圏物理学の連携
による電波望遠鏡観測の高精度化と電
離圏擾乱の可視化」
・「太陽系外惑星大気の詳細観測に向
けた精密模擬大気分光システムの構
築」
・「多価イオン禁制遷移の偏光メカニズ
ムの解明と応用」
・「シングルピクセルイメージングに基づ
く広視野近赤外線面分光装置の開発」
・「癌細胞の応力イメージング技術の開
発」
②「UEC 戦略的拠点育成プログラム
（UEC-SHIP）」のプロジェクトの一つとし
て、異文化理解をテーマにした分離融
合型AI研究を推進し、新分野の開拓を
目指す東京外国語大学との連携ユニッ
ト「多文化共生のための知的対話AI基
盤の構築」（多文化共生ユニット）を8月
よりスタートさせた。
③西東京三大学共同サステイナビリ
ティ国際社会実装研究機構のもとに、
西東京三大学安全保障輸出管理共同
センターを令和7年4月1日に設置した。
10月16日には西東京三大学安全保障
輸出管理共同センター開所イベント「ア
カデミアにおける国際研究活動と安全
保障輸出管理」（東京農工大学　邂逅
館1階イベントスペース）を開催した。
④本学を代表機関、東京海洋大学と北
陸先端科学技術大学院大学を連携機
関とし、その他11大学が参画機関と
なって申請した未来を先導する世界トッ
プレベル大学院教育拠点創出事業「日
本版Industrial PhDによる未来共創リー
ダー育成拠点」が令和7年9月に採択さ
れた。
⑤令和８年３月６日に医・薬・工３大学
学術連携協定に基づくURA共創ワーク
ショップ「URAが仲介する研究力向上戦
略」を順天堂大学、星薬科大学とともに
共同開催し、３大学における異分野連
携や人材交流等について活発な意見
交換を行った。
⑥地域一体で起業家を育む「相模原広
域エコシステム」の構築に貢献するとと
もに、大学発ベンチャーの創出や地域
産業との連携深化を目指すため、令和
７年11月に神奈川県および相模原市が
推進する「相模原市・橋本駅を中心とし
た広域スタートアップ支援ネットワーク
形成事業」へ参画した。
⑦令和７年４月１日より新たにクレルモ
ン・オーベルニュ大学と「物理ゼロ知識
証明の発展」に関する二国間交流事業
を開始した。

新規の組織連携プロジェクトを５件
以上立ち上げる。
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【数値目標】
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及び

第４期目標値

令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

○実績（H28～R３）
累計24件

○目標（R４～R９）1.2倍
累計28件

(1) 国内外の大学や研究所、産業界
等との組織的な連携や個々の大
学の枠を越えた共同利用・共同研
究、教育関係共同利用等を推進す
ることにより、自らが有する教育研
究インフラの高度化や、単独の大
学では有し得ない人的・物的資源
の共有・融合による機能の強化・
拡張を図る。

22 研究大学コンソーシアムにおけ
る、URAの協働を効果的に進める
プラットフォームの構築に参加し、
本プラットフォームを活用して、
「ネットワーク型URA」の機能を強
化する。その橋渡しによる大学の
枠を超えた新たな組織連携プロ
ジェクトを拡充・強化するととも
に、教育研究で必要となるコンプ
ライアンス（安全保障輸出管理
等）の機関をまたがる共同運営体
制を構築する。

22-1 組織連携プロジェクトの新規
立ち上げ数累計を第３期中
期目標期間実績に比して約
1.2倍以上とする。

22-2 教育研究で必要となるコンプ
ライアンス（安全保障輸出管
理等）の共同運営体制を構
築し、その運用を通して高度
人材の確保及びコンプライア
ンスを強化する。

７件立ち上げ（目標値５件）

R４：３件（目標値５件）
R５：10件（目標値５件）
R６：７件（目標値５件）

R4-7：27件

大学の枠を超えた新たな組織連携プロ
ジェクトを下記の通り、７件立ち上げた。

①研究開発の連携協力を発展させるた
めの国立天文台とのマッチングファンド
型共同研究事業を令和６年度に続いて
実施した。両機関において公募を行
い、採択された５つの組織連携プロジェ
クトが８月から共同研究を実施し、令和
８年３月27日に成果報告会を行った。
・「電波天文学と電離圏物理学の連携
による電波望遠鏡観測の高精度化と電
離圏擾乱の可視化」
・「太陽系外惑星大気の詳細観測に向
けた精密模擬大気分光システムの構
築」
・「多価イオン禁制遷移の偏光メカニズ
ムの解明と応用」
・「シングルピクセルイメージングに基づ
く広視野近赤外線面分光装置の開発」
・「癌細胞の応力イメージング技術の開
発」
②「UEC 戦略的拠点育成プログラム
（UEC-SHIP）」のプロジェクトの一つとし
て、異文化理解をテーマにした分離融
合型AI研究を推進し、新分野の開拓を
目指す東京外国語大学との連携ユニッ
ト「多文化共生のための知的対話AI基
盤の構築」（多文化共生ユニット）を8月
よりスタートさせた。
③西東京三大学共同サステイナビリ
ティ国際社会実装研究機構のもとに、
西東京三大学安全保障輸出管理共同
センターを令和7年4月1日に設置した。
10月16日には西東京三大学安全保障
輸出管理共同センター開所イベント「ア
カデミアにおける国際研究活動と安全
保障輸出管理」（東京農工大学　邂逅
館1階イベントスペース）を開催した。
④本学を代表機関、東京海洋大学と北
陸先端科学技術大学院大学を連携機
関とし、その他11大学が参画機関と
なって申請した未来を先導する世界トッ
プレベル大学院教育拠点創出事業「日
本版Industrial PhDによる未来共創リー
ダー育成拠点」が令和7年9月に採択さ
れた。
⑤令和８年３月６日に医・薬・工３大学
学術連携協定に基づくURA共創ワーク
ショップ「URAが仲介する研究力向上戦
略」を順天堂大学、星薬科大学とともに
共同開催し、３大学における異分野連
携や人材交流等について活発な意見
交換を行った。
⑥地域一体で起業家を育む「相模原広
域エコシステム」の構築に貢献するとと
もに、大学発ベンチャーの創出や地域
産業との連携深化を目指すため、令和
７年11月に神奈川県および相模原市が
推進する「相模原市・橋本駅を中心とし
た広域スタートアップ支援ネットワーク
形成事業」へ参画した。
⑦令和７年４月１日より新たにクレルモ
ン・オーベルニュ大学と「物理ゼロ知識
証明の発展」に関する二国間交流事業
を開始した。

新規の組織連携プロジェクトを５件
以上立ち上げる。

コンプライアンスにかかる共同運営
体制に引き続き参加し、共同運営活
動を通して高度人材の育成を行う。

○多摩地区大学等安全保障輸出管理
ネットワークの世話大学として、ネット
ワーク会合を定期開催（令和７年９月12
日：本学で開催25機関63名、令和８年３
月30日：中央大学で開催25機関56名）
し、多摩地区参加大学の情報共有と処
理能力の向上に貢献した。新規参加大
学の勧誘により、３大学・機関の増加が
あった。
○西東京三大学共同サステイナビリ
ティ国際社会実装研究機構のもとに、
西東京三大学安全保障輸出管理共同
センターを設置した。令和７年10月16日
に西東京三大学安全保障輸出管理共
同センター開所イベント「アカデミアにお
ける国際研究活動と安全保障輸出管
理」（東京農工大学　邂逅館１階イベン
トスペース）を開催し、オンライン・オフラ
イン、学内外合わせて約100名の参加
があった。
○研究セキュリティ・インテグリティに関
連する教育訓練、リスク情報の収集・整
理及び大学間での共有・連携、海外同
等機関との連携を関係者間で共有す
る、大学研究セキュリティ・インテグリ
ティコンソシアム（URSIC）の幹事校とし
て参加した。URSIC は、設立1 周年を
記念して、メンバー大学である東京科
学大学が主催となり、令和８年３月13日
に同大学大岡山キャンパスにおいて、
研究インテグリティ・研究セキュリティの
実務担当者向けシンポジウムを開催し
た。26 / 39 ページ
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23-1 研究設備の外部共用件数累
計を第３期中期目標期間実
績に比して約1.2倍以上とす
る。

○実績（H28～R３）
累計111件

○目標（R４～R９）1.2倍
累計130件

研究設備の外部共用を22件以上行
う。

外部共用62件

R４：22件（目標22件）
R５：47件（目標22件）
R６：55件（目標22件）

R4-7：186件

○広報活動・セミナー企画
産学官連携DAYでの設備紹介やUEC
プライムでのメール発信、学会・展示会
等でのパンフレット配布、学術セミナー
の実施等により、本学ARIM事業での設
備共用のアピールを行った。多摩地区
で行われる展示会の出展した。UECプ
ライムとの連携を開始し、議論を進め
た。

(1) 国内外の大学や研究所、産業界
等との組織的な連携や個々の大
学の枠を越えた共同利用・共同研
究、教育関係共同利用等を推進す
ることにより、自らが有する教育研
究インフラの高度化や、単独の大
学では有し得ない人的・物的資源
の共有・融合による機能の強化・
拡張を図る。

22 研究大学コンソーシアムにおけ
る、URAの協働を効果的に進める
プラットフォームの構築に参加し、
本プラットフォームを活用して、
「ネットワーク型URA」の機能を強
化する。その橋渡しによる大学の
枠を超えた新たな組織連携プロ
ジェクトを拡充・強化するととも
に、教育研究で必要となるコンプ
ライアンス（安全保障輸出管理
等）の機関をまたがる共同運営体
制を構築する。

22-2 教育研究で必要となるコンプ
ライアンス（安全保障輸出管
理等）の共同運営体制を構
築し、その運用を通して高度
人材の確保及びコンプライア
ンスを強化する。

○データ転送システム導入・運用
設備共用利用者のデータ蓄積・データ
登録の利便性向上のため、データ転送
システム「東大ARIM-mdx」の導入を決
定し、前年度に引き続き製品版の機能
評価を行った。また、情報基盤センター
と連携して本番環境のネットワーク構築
を実施した。
今年度はIOT機器４台に対して試験運
用を行い、本番環境における課題や問
題点の洗い出しと本番運用の準備を
行った。
○電子ラボノートの情報収集・導入の
検討
ARIM事業内にて設備共用者のデータ
登録促進の取り組みとして、電子ラボ
ノートの検討が行われており、本学も検
討メンバーに入った。並行して、ARIMス
タッフが奈良先端科学技術大学主催の
電子ラボノート（eLabFTW）講習会に参
加して、電子ラボノートの情報収集を
行った。
○データ利活用に向けた情報交換
データ利活用の促進に向け、AIXセン
ター、共創進化スマート社会実現機構、
情報基盤センターと連携し議論を開始
した。
○外部評価
９月17日にARIMのPD・PO、文科省関
係者等によるサイトビジットが実施さ
れ、前述の取組等に対して、概ね好評
価を受けた。

23 産学官による研究設備の共用を
さらに推進するとともに、研究
データを戦略的に収集・蓄積・流
通・利活用できる仕組みを構築
し、運用する。

23-2 研究データを戦略的に収集・
蓄積・流通・利活用できる仕
組みを構築し、令和５年度か
ら本格運用を開始し、令和６
年度に外部有識者による検
証を行い、改善を実施する。

コンプライアンスにかかる共同運営
体制に引き続き参加し、共同運営活
動を通して高度人材の育成を行う。

○多摩地区大学等安全保障輸出管理
ネットワークの世話大学として、ネット
ワーク会合を定期開催（令和７年９月12
日：本学で開催25機関63名、令和８年３
月30日：中央大学で開催25機関56名）
し、多摩地区参加大学の情報共有と処
理能力の向上に貢献した。新規参加大
学の勧誘により、３大学・機関の増加が
あった。
○西東京三大学共同サステイナビリ
ティ国際社会実装研究機構のもとに、
西東京三大学安全保障輸出管理共同
センターを設置した。令和７年10月16日
に西東京三大学安全保障輸出管理共
同センター開所イベント「アカデミアにお
ける国際研究活動と安全保障輸出管
理」（東京農工大学　邂逅館１階イベン
トスペース）を開催し、オンライン・オフラ
イン、学内外合わせて約100名の参加
があった。
○研究セキュリティ・インテグリティに関
連する教育訓練、リスク情報の収集・整
理及び大学間での共有・連携、海外同
等機関との連携を関係者間で共有す
る、大学研究セキュリティ・インテグリ
ティコンソシアム（URSIC）の幹事校とし
て参加した。URSIC は、設立1 周年を
記念して、メンバー大学である東京科
学大学が主催となり、令和８年３月13日
に同大学大岡山キャンパスにおいて、
研究インテグリティ・研究セキュリティの
実務担当者向けシンポジウムを開催し
た。

研究データを戦略的に収集・蓄積・
流通・利活用できる仕組みに対する
外部評価結果に基づき改善し、運用
を続ける。
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関
する事項

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

24-1 監事による定期監査結果等
を踏まえた法人経営の具体
的な改善内容が確認できる
こと。

監事による定期監査結果等を受け、
法人経営の改善を実施する。
また、改善を行った取組に関して、
監事にフィードバックを行う。

○監事による定期監査を実施し、指摘
事項のあった課には改善を要請した。
また、翌年度の監事監査において、各
課は前年度の指摘事項への改善状況
について説明し、監事にフィードバック
を行った。

24-2 経営協議会や学長特別補佐
等の学内外の専門的知見を
有する者の意見等を踏まえ
た法人経営の具体的な改善
内容が確認できること。

本学の抱えている経営課題に関し
て、経営協議会における討議及び学
長特別補佐等との意見交換を実施
し、経営課題の解決、法人経営の改
善に向けた取組を実施する。
また、取組の実施内容と成果につい
ては経営協議会及び学長特別補佐
等にフィードバックを行う。

○本学の経営課題について、経営協議
会において、経営課題の解決、法人経
営の改善に向けた討議を行った。また、
令和７年度は、学長特別補佐と学長の
意見交換会を月１回のペースで実施し
ており、併せて学長特別補佐と理事と
の意見交換会も実施している。
○経営課題の解決、法人経営の改善
に向けた取組の実施内容と成果につい
ては、各課の対応状況を経営協議会に
フィードバックした上で本学ウェブサイト
で公表している。学長特別補佐へは学
長、理事より意見交換会の際にフィード
バックを行った。

24-3 国立大学法人ガバナンス・
コードへの本学の適合状況
に対する経営協議会委員及
び監事からの意見を踏まえ
た具体的な改善内容が確認
できること。

国立大学法人ガバナンス・コードへ
の本学の適合状況について、経営
協議会及び監事から意見聴取を行
い、その意見を踏まえ、法人経営の
改善に向けた取組を実施する。
また、改善に向けた取組について、
国立大学法人ガバナンス・コードへ
の本学の適合状況に関する報告書
に記載し、本学ウェブサイトにて公表
する。

○国立大学法人ガバナンス・コードへ
の本学の適合状況について、経営協議
会及び監事から意見聴取を行い、その
意見を踏まえ、法人経営の改善に向け
た取組を実施した。
○改善に向けた取組について、国立大
学法人ガバナンス・コードへの本学の
適合状況に関する報告書に記載し、令
和７年10月に本学ウェブサイトにて公
表した。

(1) 内部統制機能を実質化させるため
の措置や外部の知見を法人経営
に生かすための仕組みの活用、学
内外の専門的知見を有する者の
法人経営への参画の推進等によ
り、学長のリーダーシップのもと
で、強靭なガバナンス体制を構築
する。

24 監事による定期監査、執行部との
日常的な意見交換を通じ、その結
果を法人経営に反映させる。
また、経営協議会や学長特別補
佐等の活用により、学外の専門
家の知見を法人経営に生かすと
ともに、民間企業等からの理事の
登用や、副学長の役員会等への
オブザーバーとしての参画等、学
内外から専門的知見を有する者
の法人経営への参画を推進す
る。
加えて、ガバナンス体制を有効に
機能させるため、学内の各部署で
保有する教育研究に関するデー
タの連携・統合等を通じ、IR機能
を充実させる。
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各部署との連携の強化によ
り、それぞれが保有している
データを効率的・効果的に収
集し、速やかにデータ提供で
きる仕組みの構築を通じて、
IR機能による情報分析等を
活用した法人経営の改善を
実施し、その具体的な改善
内容が確認できること。

(1) 内部統制機能を実質化させるため
の措置や外部の知見を法人経営
に生かすための仕組みの活用、学
内外の専門的知見を有する者の
法人経営への参画の推進等によ
り、学長のリーダーシップのもと
で、強靭なガバナンス体制を構築
する。

24 監事による定期監査、執行部との
日常的な意見交換を通じ、その結
果を法人経営に反映させる。
また、経営協議会や学長特別補
佐等の活用により、学外の専門
家の知見を法人経営に生かすと
ともに、民間企業等からの理事の
登用や、副学長の役員会等への
オブザーバーとしての参画等、学
内外から専門的知見を有する者
の法人経営への参画を推進す
る。
加えて、ガバナンス体制を有効に
機能させるため、学内の各部署で
保有する教育研究に関するデー
タの連携・統合等を通じ、IR機能
を充実させる。

24-4 ○IR室で、学内保有データや外部デー
タなどを収集・分析・可視化したものを
以下のように活用し、学長の意思決定
を支援した。
・論文業績や外部資金の獲得状況を可
視化した専任教員研究カルテを作成
し、教員系人事調整委員会において、
戦略的な教員人事に活用した。また、
今年度より教員系人事調整委員会メン
バー以外の、４専攻長と共通教育部長
向けの研究カルテを新規に作成した。
・論文分析した結果を学内予算配分の
インセンティブや教員の業績評価、研
究活性化支援システムの若手論文投
稿支援や日本学術振興会賞の候補者
選考などに活用した。
・大学改革支援・学位授与機構の大学
基本情報や財務諸表データなどを利用
し学内向けIRデータポータルに掲載し
た。
・世界大学ランキングの本学の結果や
他大学の結果データを収集・分析し、国
際戦略担当理事や広報担当副学長に
共有することで、国際的な本学のビジビ
リティ向上の為の検討資料として活用し
た。
・論文分析データや国内ランキング結
果を広報センターに共有し、大学案内
などの広報誌に活用した。また、論文
分析結果においては、本学の強みとな
る分野を特定し、アピールするための
分析項目を戦略的に策定し、支援を
行っている
・年度計画3-3及び19-1に関して、世界
水準の研究力を持つ分野を特定するた
め分析方法を戦略的に策定し、その分
野決定の支援を行った。
・国立大学法人等の組織及び業務全般
の見直し等に関するヒアリング・意見交
換において、IRデータを活用して本学の
研究力分析し、その結果を調書に活用
するなどし、エビデンスベースで本学の
立ち位置や強みを明らかにした。
○副学長・副理事（研究力強化担当）と
連携し、全教員向けに論文投稿先選択
に関する講習会動画の学内共有及び
学内調査を実施し、調査結果はD.C.＆I.
戦略推進会議に報告した。なお、調査
結果は、電子ジャーナルの継続・導入
の検討材料として活用された。
○情報基盤センターとIR室、ならびに共
創進化スマート社会実現推進機構で、
データ収集・整形・分析・可視化を自動
処理するためのデータ連携基盤の構築
を進め、順次データ共有の調整を行っ
ている。構築にあたっては、プライバ
シー保護技術に関する専門家の協力・
参画を得た。それにより、プライバシー
保護の自動処理を取り込んだシステム
開発を進めている。また、当該基盤を
活用したモデルケースの分析を開始す
るとともに、2026年1月14日に開催され
たD.C.＆I.戦略推進会議タスクフォース
K15＆K3b共催FD研修において、全学
的なデータ利活用に関する意識変容と
利活用推進を目的とした取り組みを展
開した。
○IR室・アドミッションセンター・大学教
育センターで連携して実施している学
生思考力調査（GPS-Academic）の基礎
データをアドミッションセンターで実施し
た「UEC検定と入試でのCBTシステム
の活用に係るFD・SD」に利用した。ま
た、学生思考力調査（GPS-Academic）
のアンケート結果を、国際教育センター
派遣プログラムの選定や留学説明会、
大学HPの学生アンケート調査等の結
果ページにて活用した。

IR室が関係部署と連携し、データ収
集・分析・可視化を行い、学長の意
思決定を支援する。
また、分析項目を戦略的に策定す
る。
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各部署との連携の強化によ
り、それぞれが保有している
データを効率的・効果的に収
集し、速やかにデータ提供で
きる仕組みの構築を通じて、
IR機能による情報分析等を
活用した法人経営の改善を
実施し、その具体的な改善
内容が確認できること。

(1) 内部統制機能を実質化させるため
の措置や外部の知見を法人経営
に生かすための仕組みの活用、学
内外の専門的知見を有する者の
法人経営への参画の推進等によ
り、学長のリーダーシップのもと
で、強靭なガバナンス体制を構築
する。

24 監事による定期監査、執行部との
日常的な意見交換を通じ、その結
果を法人経営に反映させる。
また、経営協議会や学長特別補
佐等の活用により、学外の専門
家の知見を法人経営に生かすと
ともに、民間企業等からの理事の
登用や、副学長の役員会等への
オブザーバーとしての参画等、学
内外から専門的知見を有する者
の法人経営への参画を推進す
る。
加えて、ガバナンス体制を有効に
機能させるため、学内の各部署で
保有する教育研究に関するデー
タの連携・統合等を通じ、IR機能
を充実させる。

24-4 ○IR室で、学内保有データや外部デー
タなどを収集・分析・可視化したものを
以下のように活用し、学長の意思決定
を支援した。
・論文業績や外部資金の獲得状況を可
視化した専任教員研究カルテを作成
し、教員系人事調整委員会において、
戦略的な教員人事に活用した。また、
今年度より教員系人事調整委員会メン
バー以外の、４専攻長と共通教育部長
向けの研究カルテを新規に作成した。
・論文分析した結果を学内予算配分の
インセンティブや教員の業績評価、研
究活性化支援システムの若手論文投
稿支援や日本学術振興会賞の候補者
選考などに活用した。
・大学改革支援・学位授与機構の大学
基本情報や財務諸表データなどを利用
し学内向けIRデータポータルに掲載し
た。
・世界大学ランキングの本学の結果や
他大学の結果データを収集・分析し、国
際戦略担当理事や広報担当副学長に
共有することで、国際的な本学のビジビ
リティ向上の為の検討資料として活用し
た。
・論文分析データや国内ランキング結
果を広報センターに共有し、大学案内
などの広報誌に活用した。また、論文
分析結果においては、本学の強みとな
る分野を特定し、アピールするための
分析項目を戦略的に策定し、支援を
行っている
・年度計画3-3及び19-1に関して、世界
水準の研究力を持つ分野を特定するた
め分析方法を戦略的に策定し、その分
野決定の支援を行った。
・国立大学法人等の組織及び業務全般
の見直し等に関するヒアリング・意見交
換において、IRデータを活用して本学の
研究力分析し、その結果を調書に活用
するなどし、エビデンスベースで本学の
立ち位置や強みを明らかにした。
○副学長・副理事（研究力強化担当）と
連携し、全教員向けに論文投稿先選択
に関する講習会動画の学内共有及び
学内調査を実施し、調査結果はD.C.＆I.
戦略推進会議に報告した。なお、調査
結果は、電子ジャーナルの継続・導入
の検討材料として活用された。
○情報基盤センターとIR室、ならびに共
創進化スマート社会実現推進機構で、
データ収集・整形・分析・可視化を自動
処理するためのデータ連携基盤の構築
を進め、順次データ共有の調整を行っ
ている。構築にあたっては、プライバ
シー保護技術に関する専門家の協力・
参画を得た。それにより、プライバシー
保護の自動処理を取り込んだシステム
開発を進めている。また、当該基盤を
活用したモデルケースの分析を開始す
るとともに、2026年1月14日に開催され
たD.C.＆I.戦略推進会議タスクフォース
K15＆K3b共催FD研修において、全学
的なデータ利活用に関する意識変容と
利活用推進を目的とした取り組みを展
開した。
○IR室・アドミッションセンター・大学教
育センターで連携して実施している学
生思考力調査（GPS-Academic）の基礎
データをアドミッションセンターで実施し
た「UEC検定と入試でのCBTシステム
の活用に係るFD・SD」に利用した。ま
た、学生思考力調査（GPS-Academic）
のアンケート結果を、国際教育センター
派遣プログラムの選定や留学説明会、
大学HPの学生アンケート調査等の結
果ページにて活用した。

IR室が関係部署と連携し、データ収
集・分析・可視化を行い、学長の意
思決定を支援する。
また、分析項目を戦略的に策定す
る。
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25-2 研究設備の共用件数累計を
第３期中期目標期間実績に
比して約1.1倍以上とする。

○実績（H28～R３）
累計54,342件

○目標（R４～R９）1.1倍
累計59,000件

広報活動や施設の更新等を行い、
研究設備の共用件数を9,834件以上
とする。

R７：8,827件（目標9,834件）

R４：13,515件（目標9,834件）
R５：13,015件（目標9,834件）
R６：11,932件（目標9,834件）

R4-7：47,289件

○高速応答FT-IRの更新
R６年度末に、材料の構造決定や特性
評価に重要な設備のFT-IRを、最新型
の設備(Nicolet iS50)に更新し運用を開
始した。R７年度末には材料の熱変性な
どの解析に威力を発揮する加熱ATRア
クセサリを導入し、本学共用設備の対
外的な魅力の向上につなげた。

○広報活動・セミナー企画
産学官連携DAYでの設備紹介やUEC
プライムでのメール発信、学会・展示会
等でのパンフレット配布、学術セミナー
の実施等により、本学ARIM事業での設
備共用のアピールを行った。多摩地区
で行われる展示会の出展した。UECプ
ライムとの連携を開始し、議論を進め
た。

(2) 大学の機能を最大限発揮するため
の基盤となる施設及び設備につい
て、保有資産を最大限活用すると
ともに、全学的なマネジメントによ
る戦略的な整備・共用を進め、地
域・社会・世界に一層貢献していく
ための機能強化を図る。

25 インフラ長寿命化計画（個別施設
計画）に基づいた施設の改修・更
新を行うとともに、戦略的に設備
を整備することにより、保有資産
を最大限活用し、教育研究機能
の高度化を実現する。

25-1 施設について、個別施設計
画に基づいた改修・更新を毎
年度実施するとともに、設備
については、設備マスタープ
ランを毎年度策定し、一元的
な管理と有効活用の促進等
により、教育研究機能の高
度化が図られていること。

○目標（毎年度）
・改修・更新　２件以上
・設備マスタープランの策
定　１回

R７：３件（目標２件以上）

R４：５件（目標２件以上）
R５：５件（目標２件以上）
R６：３件（目標２件以上）

○インフラ長寿命化計画（個別施設
計画）に基づき、以下の施設整備を
実施。
・ライフライン再生（防災設備）
　244,570千円（施設整備費補助金）
・ライフライン再生（排水設備）（Ⅱ
期）
　336,300千円（施設整備費補助金）
・東９号館外壁等改修
　49,500千円（施設整備費補助金）
・その他、教育研究機能の高度化に
向けた改修、法令や日常点検等に
基づいた予防保全及び修繕 　約400
件

○令和７年度UEC設備マスタープラ
ン（R７.６.23）策定。

　○インフラ長寿命化計画（個別施設計
画）の具体的な計画を全学に示し保有
資産を最大限活用するなど戦略的な整
備を推進するため意見照会を行った。
インフラ長寿命化計画（個別施設計画）
に基づき、ライフライン再生（防災設
備）、ライフライン再生（排水設備）（Ⅱ
期）、東９号館外壁等改修、その他空調
設備の更新等、戦略的に整備を実施
し、本学の教育研究機能の高度化に貢
献した。

○学内ニーズを把握するため設備募集
（令和７年１月16日～令和７年３月14
日）を行い、UEC設備マスタープラン（令
和７年度版）を策定した。策定にあたっ
ては、社会的要請や利用率、更新状
況、波及効果などを踏まえ優先順位を
決定した上で、令和８年度概算要求に
活用したが予算獲得には至らなかっ
た。
　令和６年度概算要求設備で令和５年
度補正予算及び令和６年度当初予算
で措置された「ヘリウム利用研究基盤
共用ステーション」については、今年度
末までに設置が完了するが、これによ
り、量子技術・高機能マテリアル開発等
に不可欠なヘリウムの循環利用・学内
外への安定供給が可能となり、当該分
野の研究開発の一層の推進に貢献す
る。

教育研究機能の高度化に向けて、イ
ンフラ長寿命化計画（個別施設計
画）に基づき、計画的に建物や設備
を改修・更新を行い、保有資産を最
大限活用するとともに戦略的な整備
を推進する。
また、設備については、社会的要請
や学内からのニーズを反映した設備
マスタープランを策定し、一元的な管
理と有効活用を促進する。
これらの施設・設備の活用や教育研
究活動の高度化に貢献する。
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26-1 施設利用実態調査、現地確
認を踏まえた全学的なス
ペース管理と有効活用が確
認できること。

施設利用実態調査、現地確認により
現状を把握し、全学的なスペース管
理と有効活用を行う。

○大学内の施設を大学全体で一元管
理し、全学的視点から施設の有効活用
を図るため施設活用調整委員会を10回
開催し、教育研究スペースの戦略的な
配分を図った。
○全学的な施設利用実態調査を実施
し、現状を把握するとともに更なるス
ペースの有効活用について課題と解決
策を明らかにした。

26-2 オープンラボ（第３期中期目
標期間最終年度2,248㎡）を
拡充するとともに、スペース
チャージ制度を拡大すること
により、戦略的なスペース配
分を実施する。

○実績（R３年度末）
2,248㎡

○目標（R９年度末）
2,248㎡超

オープンラボ等競争的スペースを拡
充するとともに、スペースチャージ制
度の拡大等に向けた取組を行い、戦
略的なスペース配分を推進する。

オープンラボスペース
令和７年度　2,572㎡

R４：2,161㎡
R５：2,160㎡
R６：2,534㎡

※オープンラボ等を含む競争的ス
ペース全体
令和４年度　6,425㎡
令和５年度　10,983㎡
令和６年度  11,599㎡
令和７年度　11,797㎡（対前年度比
101.7%）

○オープンラボ等を含む競争的スペー
ス（プロジェクト研究など競争的に使用
する目的で使用するスペース）全体を
令和６年度から198㎡（対前年度比1.7%
増）拡充し、戦略的なスペース配分を行
い、教育研究活動の強化に貢献した。
○令和７年３月完成のe-Nexus棟（東11
号館）に整備した共同研究実験室の貸
出を円滑にするため、部屋ごとの電気
容量や耐荷重、高さ制限等を資料にま
とめる工夫をした。

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

27-1 複数の企業との間で教育・
研究を一体的に推進するた
めの新たな組織の設置を通
じ、人材育成及び研究開発
が自律的に行われ続ける好
循環を形成し、民間との共同
研究に係る間接経費及びエ
クステンション事業、ネーミン
グライツ事業、知財関連収入
を合算した収入額累計を第３
期中期目標期間実績に比し
て約1.5倍以上とする。（再
掲）

○実績（H28～R３）
累計３億6255万円

○目標（R４～R９）1.5倍
累計５億4000万円

設置した組織により、人材育成及び
研究成果が創出される好循環を形
成するとともに、本学が保有する
「知」と「技」を複数の企業との間で
戦略的に活用して教育研究を一体
的に推進することにより、民間との
共同研究に係る間接経費及びエク
ステンション事業、ネーミングライツ
事業、知財関連収入を合算した収入
額を10,000万円以上とする。（再掲）

（2-1再掲）
民間との共同研究に係る間接経費
及びエクステンション事業、ネーミン
グライツ事業、知財関連収入を合算
した収入額
R７年度実績：119,071,688円【3/30時
点】

R４：116,236,624円
R５：112,130,623円
R６：130,102,115円

R４-７：477,541,050円

（2-1再掲）
○令和８年３月５日時点で東証プライム
上場企業を含む121社が企業会員（プ
ライム会員総数は個人会員３名を含め
て124社）となっており、これらの会員企
業とのマッチングを推進する更なる
サービス検討を予定している。
○産学官連携センター内に新たに地域
連携推進室を設置し、本学と地域にお
ける産学官連携推進を図っているほ
か、同室が管理運営する新棟「e-
Nexus棟」を学内外の多様なステークホ
ルダーとの共創・連携を推進する拠点
として設置した。
○エクステンション事業においては包括
協定に基づき東日本高速道路株式会
社とのAIや画像認識に関するリスキリ
ング講座の開講や、東芝デジタルエン
ジニアリングの画像認識、進化計算講
座の開講等により１千万円以上の事業
収益を上げた。

(2) 大学の機能を最大限発揮するため
の基盤となる施設及び設備につい
て、保有資産を最大限活用すると
ともに、全学的なマネジメントによ
る戦略的な整備・共用を進め、地
域・社会・世界に一層貢献していく
ための機能強化を図る。

26 大学施設をより一層有効活用す
るため、施設活用調整委員会の
定期的な開催、施設利用実態調
査、現地確認の毎年度実施によ
り、オープンラボ等の確保や全学
的なスペース管理等、戦略的な
施設マネジメントを行い教育研究
活動を強化する。

(1) 公的資金のほか、寄附金や産業
界からの資金等の受入れを進める
とともに、適切なリスク管理のもと
での効率的な資産運用や、保有資
産の積極的な活用、研究成果の活
用促進のための出資等を通じて、
財源の多元化を進め、安定的な財
務基盤の確立を目指す。併せて、
電気通信大学が目指す「共創進化
スマート大学」の実現に向けて、学
内の資源配分の最適化を進める。

27 安定的な財政基盤を確立するた
め、｢組織｣対「組織」の産学連携・
共創施策を推進するとともに、国
内外に支部を持つ本学同窓会と
の連携強化や継続寄附の拡充、
遺贈の取り込みに向けた広報
ネットワークの充実等により寄附
金の獲得を強化する。また、施設
の外部貸出やネーミングライツ等
の拡大を通じた保有資産の積極
的な活用、企画立案・リスク管理
体制の強化を通じた効果的な資
金運用等の取組を通じて、外部
資金収入を拡大する。
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計画

中期計画
No.

評価
指標

評価指標

【数値目標】
基準値
及び

第４期目標値

令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

27-3 資金運用による利息収入額
累計を第３期中期目標期間
実績に比して1.5倍以上とす
る。

○実績（H28～R３）
累計580万円

○目標（R４～R９）1.5倍
累計870万円

金融リスクを踏まえつつ、余裕資金
の精査、金融機関からの情報収集
等を通じて、運用額の拡大や戦略的
な資金運用を推進し、150万円以上
の利息収入を確保する。
また、中期計画の達成に向けて、こ
れまでの資金運用状況を総括する。

令和7年度運用収益額
20,786,201円

R4：3,370,908円（目標150万円）
R5：5,105,293円（目標150万円）
R6：7,141,202円（目標150万円）

R4～R7合計：36,403,604円

余裕資金を安全かつ効果的に運用す
るため、金融機関からの情報収集を踏
まえ、資金運用管理委員会において、
運用可能額や運用方法の精査を行い、
1年又は6か月といった期間の長い定期
預金での運用を増額することを決定し、
より効果的な資金運用を行った。その
結果、2,079万円の利息収入を確保し
た。
　また、令和7年度までの4年間で3,640
万円の利息収入を確保しており、第4期
目標値（870万円）を大幅に上回って達
成した。

○実績（H24～R２年度）
平均2,242万円
（100周年記念事業や1件
あたり1億円超の高額寄
附等の特殊要因による寄
附分を除く）

○目標（R４～R９）
累計1億8000万円

(1) 公的資金のほか、寄附金や産業
界からの資金等の受入れを進める
とともに、適切なリスク管理のもと
での効率的な資産運用や、保有資
産の積極的な活用、研究成果の活
用促進のための出資等を通じて、
財源の多元化を進め、安定的な財
務基盤の確立を目指す。併せて、
電気通信大学が目指す「共創進化
スマート大学」の実現に向けて、学
内の資源配分の最適化を進める。

27 安定的な財政基盤を確立するた
め、｢組織｣対「組織」の産学連携・
共創施策を推進するとともに、国
内外に支部を持つ本学同窓会と
の連携強化や継続寄附の拡充、
遺贈の取り込みに向けた広報
ネットワークの充実等により寄附
金の獲得を強化する。また、施設
の外部貸出やネーミングライツ等
の拡大を通じた保有資産の積極
的な活用、企画立案・リスク管理
体制の強化を通じた効果的な資
金運用等の取組を通じて、外部
資金収入を拡大する。

27-2 基金獲得額累計を第４期中
期目標期間を通じて１億８千
万円以上とする。

金額：2,804万円見込（目標3,000万
円）

R4-7寄附額累計見込み 12,410万円
内訳
R４：2,594万円（目標3,000万）
R５：2,395万円（目標2,500万）
R６：4,617万円（目標3,000万）

金額：28,035,328円

課題：新規寄附者の掘り起こし

前年度以前に作った仕組みが機能して
いるか：大学遺贈協会との協定を締結
し、ホームページやチラシ（目黒会報に
同封して送付）などに案内をしたとこ
ろ、相続財産の現物寄附の申し出があ
り、無事寄附を受領することができた。

＜対応済＞
・寄附手段の多様化（PayPay導入、寄
附受付メニューの英語化）
・ＵＥＣ基金での大学基金間接経費全
額負担の是正
・大学基金ＨＰにおける研究室の特定
目的基金設立支援
・教育研究評議会における第一四半期
の基金進捗状況の報告
・ホームカミングデーのウェルカムパー
ティにて高額寄附者表彰実施
・Giving Campaign 2025への参加

寄附目的、寄附手段及び寄附対象
者の多様化を図る。
年3,000万円以上の寄附額を集め
る。
学内に寄附に対する理解を深めても
らうために月毎の寄附状況を教育研
究評議会に報告する。
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令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

28-2 オープンラボ（第３期中期目
標期間最終年度2,248㎡）を
拡充するとともに、スペース
チャージ制度を拡大すること
により、戦略的なスペース配
分を実施する。（再掲）

○実績（R３年度末）
2,248㎡

○目標（R９年度末）
2,248㎡超

オープンラボ等競争的スペースを拡
充するとともに、スペースチャージ制
度の拡大等に向けた取組を行い、戦
略的なスペース配分を推進する。
（再掲）

（26-2再掲）
オープンラボスペース
令和７年度　2,572㎡

R４：2,161㎡
R５：2,160㎡
R６：2,534㎡

※オープンラボ等を含む競争的ス
ペース全体
令和４年度　6,425㎡
令和５年度　10,983㎡
令和６年度  11,599㎡
令和７年度　11,797㎡（対前年度比
101.7%）

（26-2再掲）
○オープンラボ等を含む競争的スペー
ス（プロジェクト研究など競争的に使用
する目的で使用するスペース）全体を
令和６年度から198㎡（対前年度比1.7%
増）拡充し、戦略的なスペース配分を行
い、教育研究活動の強化に貢献した。
○令和７年３月完成のe-Nexus棟（東11
号館）に整備した共同研究実験室の貸
出を円滑にするため、部屋ごとの電気
容量や耐荷重、高さ制限等を資料にま
とめる工夫をした。

28-3 一般管理費比率　毎年度
6.5％以下に抑制する。

○実績（R元年度及び今
後のランニングコストを踏
まえ算定）
6.5％

○目標（R４～R９）毎年度
6.5％以下

経費全般の執行状況等について、
四半期毎に調査・検証を行うととも
に、その結果を関係各署に共有・助
言・調整等を通じて、一般管理費等
の抑制及び費用対効果の最大化に
向けた取組を推進し、一般管理費比
率を6.5％以下に抑制する。
また、中期計画の達成に向けて、こ
れまでの配分状況を総括する。

令和7年度一般管理費比率について
は令和8年5月末に暫定数値、令和8
年8月末に確定数値が判明予定。

R4：5.2％（目標6.5％以下）
R5：6.5％（目標6.5％以下）
R6：6.5％（目標6.5％以下）

一般管理費の抑制及び効果的な執行
等の取組強化に向けて、四半期毎に経
費の執行状況の調査を行い、その結果
を補正予算などを通して、各部署に共
有してコスト管理の徹底を図る。
　令和4年度～令和6年度の一般管理
費比率は6.5％以下を維持しており、今
後もコスト管理の徹底により、第4期目
標値の達成を目指す。

(1) 公的資金のほか、寄附金や産業
界からの資金等の受入れを進める
とともに、適切なリスク管理のもと
での効率的な資産運用や、保有資
産の積極的な活用、研究成果の活
用促進のための出資等を通じて、
財源の多元化を進め、安定的な財
務基盤の確立を目指す。併せて、
電気通信大学が目指す「共創進化
スマート大学」の実現に向けて、学
内の資源配分の最適化を進める。

28 学長のリーダーシップの下、学内
資源配分の最適化を進めるた
め、学長戦略経費を拡充し、｢財
務戦略｣に基づいたKPI評価をは
じめ、各事業の実績等を踏まえた
戦略的な予算配分を行う。
また、本学の強み・特色の形成・
伸長に向けて、学長のリーダー
シップが最大限発揮できるよう、
学長戦略経費を戦略的かつ機動
的に運用するほか、施設利用実
態調査の毎年度実施を通じた戦
略的なスペース配分を推進する。
併せて、コスト分析や省エネ対策
を推進するなど、経費削減に向け
た取組等により一般管理費を抑
制する。

28-1 実績評価等を踏まえた戦略
的な予算配分を毎年度実施
するとともに、学長戦略経費
予算配分額を第３期中期目
標期間実績に比して、1.5倍
以上とする。

○実績（H28～R３）
累計３億3000万円

○目標（R４～R９）1.5倍
累計４億9500万円

令和8年度学長戦略経費配分額
8,250万円
令和7年度学長戦略経費配分額
8,250万円

R4：8,250万円（目標8,250万円）
R5：8,250万円（目標8,250万円）
R6：8,250万円（目標8,250万円）

R4-7：33,000万円

新規事業、ミッション実現加速化経費、
学長改革経費、事業経費の全ての事
業について、学長、理事によるヒアリン
グを行い、これまでの成果等を踏まえ、
令和8年度当初予算を編成した。編成
にあたっては、本学の厳しい財政状況
を踏まえ、大学の教育・研究・運営の基
幹となる基盤的人件費や教育研究基
盤経費、各種システム等の固定経費に
係る経費は維持しつつ、それ以外の経
費についてはこれまでの成果や実績等
を踏まえ精査した。また、学長のリー
ダーシップの下、年度途中の機動的な
予算執行を強化するため、学長戦略経
費を8,250万円確保するとともに、外部
資金を活用するなど学内資源の最適化
を図った。
　第4期中の予算編成においては、学
長・理事によるヒアリングに基づき、各
種事業の成果等を踏まえた予算配分を
行うとともに、学長戦略経費を年間
8,250万円確保しており、第4期目標値
を達成した。

学長のリーダーシップの下、すべて
の事業に対しフォローアップを行い、
成果・実績等を踏まえた予算編成を
行うとともに、学内改革を機動的か
つ強力に推進するため、学長戦略経
費を8,250万円以上確保し、戦略的
な予算配分を実施するなど、学内資
源配分の最適化を推進する。
また、中期計画の達成に向けて、こ
れまでの配分状況を総括する。
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令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

IV 教育及び研究並びに組織及び運
営の状況について自ら行う点検及
び評価並びに当該状況に係る情
報の提供に関する事項

IV 教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置

29 中期目標の確実な達成に向け、
毎年度中期計画の進捗状況につ
いて点検を行い、経営協議会及
び監事の確認を経て、その結果を
公表する。

29-1 毎年度中期計画の進捗状況
の確認、公表及び検証を行
う。

第４期中期目標期間の評価スケ
ジュールに従って、第４期中期計画
の令和６年度末時点における進捗
状況の確認を行い、進捗状況をまと
めた公表用資料を作成し、本学の
ウェブサイトにて公表を行う。
また、第４期中期計画における令和
７年度までの進捗状況を踏まえ、令
和８年度計画を作成する。

○第４期中期計画における令和６年度
までの進捗状況を踏まえ、令和６年度
実績報告書及び令和７年度計画を作成
し、本学ホームページに公表した。
○現在、令和７年度までの進捗状況を
踏まえ、令和８年度計画を作成してい
る。

30-1 内部質保証にかかる自己点
検・評価を毎年度実施し、評
価結果等に基づいた改善を
実施する。

第４期中期目標期間の評価スケ
ジュールに従って、内部質保証にか
かる自己点検・評価としてレビューを
実施し、評価結果等に基づき、改善
の必要性がある取組に関して、改善
を実施する。

○情報理工学域及び大学院情報理工
学研究科において、学校教育法第109
条１項に定める自己点検・評価としてレ
ビューを実施し、令和７年１０月に評価
室で確認を行った。評価室にて改善事
項と挙げられた点については、学長へ
改善提案を提出した上で、該当部署に
改善の指示を行った。

30-2 令和７年度に研究活動に関
する自己点検・評価及び外
部有識者による外部評価を
実施し、その評価結果等に
基づいた研究活動の改善を
実施する。

第４期中期目標期間の評価スケ
ジュールに従って、令和７年度に実
施予定の研究活動に関する自己点
検・評価及び外部有識者による外部
評価を実施する。

令和７年度に研究活動の自己点検・評
価を行い、結果をHPで公開した。外部
評価については、日程等の都合上、令
和８年度に実施することとした。

(1) 外部の意見を取り入れつつ、客観
的なデータに基づいて、自己点検・
評価の結果を可視化するとともに、
それを用いたエビデンスベースの
法人経営を実現する。併せて、経
営方針や計画、その進捗状況、自
己点検・評価の結果等に留まら
ず、教育研究の成果と社会発展へ
の貢献等を含めて、ステークホル
ダーに積極的に情報発信を行うと
ともに、双方向の対話を通じて法
人経営に対する理解・支持を獲得
する。

30 恒常的かつ継続的に質の保証及
び向上に取組むため、教育研究
活動等の状況について、IR機能を
活用し、定量的及び定性的な情
報・データに基づく自己点検・評
価、並びに外部評価を実施する。
また、評価結果について公表する
とともに、結果を踏まえ教育研究
活動等の改善に取組む。
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第４期目標値

令和7年度計画 令和7年度実績数値 令和7年度実績

第４期中期目標・中期計画・年度計画　令和７年度実績報告書

31-2 卒業生が在職する企業等へ
のアンケート及び入学後の
学修状況調査を定期的に実
施し、これらの調査結果の統
合的な分析・検証を踏まえて
教育課程や入学者選抜の改
善につなげ、ディプロマ・ポリ
シー、カリキュラム・ポリ
シー、アドミッション・ポリシー
の継続的な検証を行う。（再
掲）

R６年度に実施した卒業生アンケート
調査及び入学後の学修状況調査に
ついて、必要に応じた教育課程や入
学者選抜方法の改善につなげてい
く。（再掲）

（5-1再掲）
R6年度に実施した卒業生アンケート調
査や入学後の学修状況調査として実施
した、UEC検定、GPS－academic、成績
分布調査、UEC-LAPの分析結果を大
学教育センターでとりまとめ、教育課程
の改善のための各調査結果を踏まえ、
R8年度入試（R７年末実施予定）のK課
程の２次募集において、基礎学力の担
保及び把握をするため、英語科目の導
入を検討している。また、CBT入試によ
り実施することにより、入学後の学修状
況調査との相関関係の分析･活用を行
うことも可能となる。

(1) 外部の意見を取り入れつつ、客観
的なデータに基づいて、自己点検・
評価の結果を可視化するとともに、
それを用いたエビデンスベースの
法人経営を実現する。併せて、経
営方針や計画、その進捗状況、自
己点検・評価の結果等に留まら
ず、教育研究の成果と社会発展へ
の貢献等を含めて、ステークホル
ダーに積極的に情報発信を行うと
ともに、双方向の対話を通じて法
人経営に対する理解・支持を獲得
する。

31 本学が公的資金や共同研究等の
投資先に相応しい存在であること
を全てのステークホルダーが理解
できる分かりやすい情報公開を実
現するとともに、ステークホルダー
からの意見を運営に反映させるた
め、大学広報戦略を刷新し、教
育・研究・社会貢献等のエビデン
スの可視化を進め、これらをホー
ムページ、新たに作成する統合報
告書等を通じて公表する。
教育面では、在学生、卒業生、企
業等から聴取した意見を学内に
フィードバックする仕組みを新た
に導入し、研究面では、ニュース
リリース件数を伸長させアクティビ
ティの高さの認知を拡げる。
さらに、法人経営への理解・支持
を得るべく、在学生、及びそのご
家族、同窓生との交流や産学官
連携イベント等、様々なステーク
ホルダーとの意見交換を積極的
に実施する。

31-1 ステークホルダーから本学
への一層の理解を得られる
よう、ウェブサイトの刷新、統
合報告書等の大学情報の充
実を図り、公開する。

各ステークホルダーに分かり易く本
学の状況、状態、目指す展開などを
示せるよう、ステークホルダーに向
けた大学情報と発信手段の充実を
図る。

○学内生向け情報は学生ポータルが
担うとしていたが、外部から確認しやす
い大学ホームページにも、リニューアル
前と同様の構成のページを作成し、学
内生への情報提供を充実させた。
○全学デジタルサイネージによる学内
向けの情報発信の仕組みを安定的に
運用し、延べ２００件以上の情報発信に
つなげている。
○取材に積極的に対応し、新聞の高校
生向け紙面や地域紹介TV番組、雑誌
にUECコミュニケーションミュージアムを
掲載してもらったことにより来館者数が
1.5倍となった。
○教員一覧について検索機能、絞り込
み機能を実装し、英語の一覧ページも
公開した。
○生成ＡＩによるチャットボットを公開し
た。
○トップページの項目別リンクに簡易目
次を設ける、項目別ページに目次を設
けるなど利用者に分かり易い機能を順
次充実させている。
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31-3 研究成果ニュースリリース件
数累計を第３期中期目標期
間実績に比して２倍以上とす
る。

○実績（H28～R３）
累計122件

○目標（R４～R９） ２倍
累計244件

教員に対するニュースリリース発信
の掘り起こしを図る。
研究成果ニュースリリース件数を第
３期中期目標期間実績の年平均20
件に比して２倍以上とする。
さらなる件数増加に向けた取組につ
いて検討を行う。

研究成果リリース：37件

R4-R7累計147件
R４：44件(目標40件)
R５：34件(目標40件)
R６：32件(目標40件)

○広報センター便りを隔月の全６回学
内に発信し、ニュースリリースのやり
方、直近のリリースの紹介、広報の取
組みなどについて周知。
○講演会などのイベント、ニュースリ
リース、学生を含む受賞などについて、
大学ホームページのトップページだけで
はなく、専攻、研究者紹介のページにも
掲載し、それぞれの組織・研究者の研
究アクティビティの高さが明確に伝わる
発信を行った。
○外部資金得獲得者に対し、得られた
研究成果に対するニュースリリースを
提案する、新たな提案型リリースの取
組みを試行し、年度内に４件のリリース
を行った。

31-4 ステークホルダーから本学
へのフィードバックが得られ
るよう、各層のステークホル
ダーとの意見交換を毎年度1
回以上実施し、意見をウェブ
サイトで公表する。

○目標（R４～R９）毎年度
１回

ステークホルダーとの意見交換を年
に1回以上実施し、得られた意見を
ウェブサイトで公表する。

○学生との懇談２回
○卒業生同窓会（目黒会）との懇談
７回
○ホームカミングデーの実施７月

R４：１回（目標１回）
R５：７回（目標１回）
R６：９回（目標１回）
Ｒ７：10回（目標１回）

・目黒会月例会を７回実施
・ホームカミングデーを実施（目黒会と
合同の実行委員会を２回実施）
・生涯メール登録者（約4000名）へ、月
次の大学ニュースメールを編集し、発
信を開始

(1) 外部の意見を取り入れつつ、客観
的なデータに基づいて、自己点検・
評価の結果を可視化するとともに、
それを用いたエビデンスベースの
法人経営を実現する。併せて、経
営方針や計画、その進捗状況、自
己点検・評価の結果等に留まら
ず、教育研究の成果と社会発展へ
の貢献等を含めて、ステークホル
ダーに積極的に情報発信を行うと
ともに、双方向の対話を通じて法
人経営に対する理解・支持を獲得
する。

31 本学が公的資金や共同研究等の
投資先に相応しい存在であること
を全てのステークホルダーが理解
できる分かりやすい情報公開を実
現するとともに、ステークホルダー
からの意見を運営に反映させるた
め、大学広報戦略を刷新し、教
育・研究・社会貢献等のエビデン
スの可視化を進め、これらをホー
ムページ、新たに作成する統合報
告書等を通じて公表する。
教育面では、在学生、卒業生、企
業等から聴取した意見を学内に
フィードバックする仕組みを新た
に導入し、研究面では、ニュース
リリース件数を伸長させアクティビ
ティの高さの認知を拡げる。
さらに、法人経営への理解・支持
を得るべく、在学生、及びそのご
家族、同窓生との交流や産学官
連携イベント等、様々なステーク
ホルダーとの意見交換を積極的
に実施する。
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Ⅴ その他業務運営に関する重要事
項

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項に関する目標を達成するためにとるべき措置

32-2 学外からの手続・届出等の
オンライン化を進め、その効
果測定を通じた改善を実施
する仕組みを構築するととも
に、担当部署毎にシステム
担当者を配置し、その担当
者を対象としたオンライン化
に必要な研修を継続的に実
施する。これらの仕組みの構
築や取組の実施を通じて、
業務の効率化が確認できる
こと。

各課等の手続・届出等業務の事務
処理方法等をオンラインで実施でき
るかを検証するとともに、実施可能
な業務についてはオンライン化を進
めていく。
デジタル化を進めるための要員を養
成するため、必要なスキルを習得さ
せる研修を実施する。

○オンライン化については、切り替え可
能なものから順次、Webフォームを活用
して、学外から手続・届出等が原則オン
ラインで実施できるようデジタル化を進
めている。
（参考）令和7年度実績例
R7.10出張旅費システム運用開始

○研修については、事務デジタル化WG
の若手メンバーにより、Microsoft 365を
活用した承認プロセスを含む申請受付
のデジタル化研修を OJT形式で実施し
ている。

UEC共創進化スマートキャンパス構
想を実現するためのキャンパスマス
タープラン（共創進化型イノベーショ
ン・コモンズ　マスタープラン）に基づ
き、計画的にキャンパス整備を実施
する。

(1) デジタル技術の活用等により、業
務全般の継続性の確保と併せて、
機能を高度化するとともに、事務シ
ステムの効率化や情報セキュリ
ティ確保の観点を含め、必要な業
務運営体制を整備し、デジタル・
キャンパスを推進する。

32 デジタル・キャンパスを推進し、大
学がめざす共創進化スマート大
学を支える共創進化スマートキャ
ンパス構想を実現するため、キャ
ンパスマスタープランを見直し、同
プランに基づきキャンパスを整備
する。
また、事務の効率化のため、学外
から個々の手続・届出等が原則
オンラインで実施できるようデジタ
ル化を進めるとともに、デジタル
化が継続的に見直し及び整備さ
れるデジタル・キャンパスを推進
する業務運営体制を構築する。
加えて、デジタル・キャンパスを推
進する上で必要な情報セキュリ
ティに関する研修を拡充する。

32-1 UEC共創進化スマートキャン
パス構想について、令和４年
度にキャンパスマスタープラ
ンを策定し、令和５年度以降
は、これに基づいたキャンパ
ス整備を実施する。

○共創進化棟（仮称）整備運営委員
会及び共創進化棟（仮称）整備運営
事業審査委員会：２回
○共創進化スマートビレッジ（仮称）
整備運営協議会：２回
○調布市との地区計画等協議：９回

○キャンパスマスタープランに基づき、
共創進化棟（仮称）PFI事業について、
令和６年度に構築した「共創進化棟（仮
称）整備運営委員会」の体制により要
求水準等の検討を進め、令和７年度は
新たに「共創進化棟（仮称）整備運営事
業審査委員会」の体制を構築し、事業
者の公募を実施した。
○共創進化スマートビレッジ（仮称）
PPP/PFI事業について、令和５年度に
構築した「共創進化スマートビレッジ（仮
称）整備運営協議会」の体制により、要
求水準等の検討を進めており、令和８
年度に事業者の公募を実施予定。
○キャンパスマスタープランに掲げた、
高度地区による高さ制限緩和につい
て、学長のトップマネジメントのもと、外
部専門家の指導も受け、調布市と「地
区計画」策定を進めている。安全で快
適な市街地環境の形成に貢献し、キャ
ンパス内の広場等を広く地域に公開す
るなど、キャンパス全体のイノベーショ
ン・コモンズ化に寄与する計画としてい
る。令和８年３月に地区計画の改訂内
容が決定・告示され、調布キャンパス西
地区の建築物の高さ制限が緩和され
た。
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32-3 デジタル・キャンパスを推進
する上で重要なデータ利活
用に必要なリスクマネジメン
トと情報セキュリティ対策の
研修を新たに実施する。

デジタル・キャンパスの推進状況を
踏まえリスクマネジメントと情報セ
キュリティ対策の研修を企画・実施
する。

全教員が参加する2月4日開催の学域・
研究科教授会にて、令和7年度の社会
情勢を踏まえたIT活用に関してリスクマ
ネジメントコントロールと情報セキュリ
ティ対策について、以下の内容の研修
を実施した。
研修では、情報基盤センターから本学
の情報基盤（HCI）の更改に関する情報
共有および情報セキュリティ対応につ
いて説明を行うとともに、UEC-CSIRTか
ら近年の情報セキュリティ動向やインシ
デント事例を踏まえた対応のアップデー
トについて解説を行った。さらに、共創
進化スマート社会実現推進機構から、
米国の高等教育機関におけるAI活用
事例を紹介し、データ利活用の拡大に
伴うリスクマネジメントの重要性につい
て理解促進を図った。

(1) デジタル技術の活用等により、業
務全般の継続性の確保と併せて、
機能を高度化するとともに、事務シ
ステムの効率化や情報セキュリ
ティ確保の観点を含め、必要な業
務運営体制を整備し、デジタル・
キャンパスを推進する。

32 デジタル・キャンパスを推進し、大
学がめざす共創進化スマート大
学を支える共創進化スマートキャ
ンパス構想を実現するため、キャ
ンパスマスタープランを見直し、同
プランに基づきキャンパスを整備
する。
また、事務の効率化のため、学外
から個々の手続・届出等が原則
オンラインで実施できるようデジタ
ル化を進めるとともに、デジタル
化が継続的に見直し及び整備さ
れるデジタル・キャンパスを推進
する業務運営体制を構築する。
加えて、デジタル・キャンパスを推
進する上で必要な情報セキュリ
ティに関する研修を拡充する。
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